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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１ 売上高には、消費税等は含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 提出会社については平成16年10月１日に映像事業および医療事業の会社分割を行ったため、第138期中の売

上高は第137期中に比較して大幅に減少している。  

回次 第136期中 第137期中 第138期中 第136期 第137期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高 (百万円) 299,664 308,723 476,272 633,622 813,538 

経常利益 (百万円) 26,069 11,432 8,926 55,829 10,204 

中間（当期）純利益 

又は純損失（△） 
(百万円) 15,487 6,708 2,169 33,564 △11,827 

純資産額 (百万円) 236,497 259,238 262,146 252,179 240,837 

総資産額 (百万円) 663,199 831,497 911,848 682,673 858,083 

１株当たり純資産額 (円) 896.50 983.81 969.20 956.55 913.17 

１株当たり中間（当期）

純利益又は純損失（△） 
(円) 58.70 25.46 8.16 126.96 △44.98 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 35.7 31.2 28.7 36.9 28.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 22,551 △3,379 17,935 30,537 10,025 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △22,575 △22,898 △51,058 △55,211 △27,542 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 31,600 35,431 74,282 38,408 60,015 

現金及び現金同等物 

の中間期末（期末）残高 
(百万円) 86,629 79,279 155,251 69,095 113,625 

従業員数 (名) 27,506 34,010 31,256 28,857 30,339 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 206,685 210,426 44,415 425,184 258,953 

経常利益 

又は経常損失(△) 
(百万円) 15,431 3,593 4,171 24,299 △1,555 

中間（当期）純利益 (百万円) 9,898 3,763 4,051 20,460 1,584 

資本金 (百万円) 40,832 40,832 48,331 40,832 40,832 

発行済株式総数 (千株) 264,472 264,472 271,283 264,472 264,472 

純資産額 (百万円) 205,444 214,881 232,986 213,743 212,271 

総資産額 (百万円) 432,536 448,971 477,059 438,057 389,945 

１株当たり純資産額 (円) 778.66 815.48 861.39 810.79 804.96 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
(円) 37.51 14.28 15.23 77.33 6.01 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり中間 

（年間）配当額 
(円) 7.50 7.50 7.50 15.00 15.00 

自己資本比率 (％) 47.5 47.9 48.8 48.8 54.4 

従業員数 (名) 5,351 5,653 2,936 5,395 2,887 



２【事業の内容】 

 当グループは、オリンパス株式会社（当社）、子会社178社及び関連会社14社で構成されており、映像、医療、ラ

イフサイエンス、情報通信及びその他製品の製造販売を主な事業とし、さらに各事業に関連する持株会社及び金融投

資等の事業活動を展開している。 

 当中間連結会計期間より当社は、開発及び製造の効率性を更に向上させるため、経営組織を変更している。これを

受けて、製品の技術的特性に近似性があることから、従来「産業」に含めていた工業用顕微鏡の事業区分を「ライフ

サイエンス」に移管し、同じく「産業」に含めていた工業用内視鏡、プリンタ、バーコードスキャナについては、事

業区分を「その他」に移管している。これにより、従来、「産業」として表示していた事業区分が減少し、当中間連

結会計期間の事業区分は、「映像」「医療」「ライフサイエンス」「情報通信」「その他」の５つの事業区分に集約

されている。 

３【関係会社の状況】 

(1）新規 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

（注）議決権に対する所有割合欄の( )内の数字は間接所有割合(内数)である。 

(2）異動 

 以下の関係会社は当中間連結会計期間に株式を一部売却したことに伴い、連結子会社から持分法適用の関連会社

となった。 

 （注）１ 議決権に対する所有割合欄の( )内の数字は間接所有割合(内数)である。 

 ２ 有価証券報告書の提出会社である。 

(3）除外 

 当中間連結会計期間において、提出会社の関係会社から除外した会社のうち重要な会社はない。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼務等 

資金援助
貸付金 

営業上の
取引 

設備の 
賃貸 

提出会
社役員 
（名） 

提出会
社社員 
（名） 

(連結子会社) 

オリンパス知的財産 

サービス㈱ 

東京都 

八王子市 

20 

百万円 
特許の出願 100 ― 2 なし    あり   あり  

Olympus NDT Canada Inc. 

(注) 

Québec, 

Canada 

20,000千 

カナダドル 

工業機器の 

製造及び販売 

100 

 (100)
― 1 あり    なし   なし  

Olympus Europa Holding GmbH 
Hamburg, 

Germany 

75千 

ユーロ 
持株会社 100 2 ― なし    なし   なし  

Olympus Medical Equipment 

Services America Inc. 

(注) 

Delaware, 

U.S.A. 

5,000千 

米ドル 

医療機器の 

修理及び 

サービス 

100 

 (100)
1 ― なし    なし   なし  

他２３社 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼務等 

資金援助
貸付金 

営業上の 
取引 

設備の 
賃貸 

提出会
社役員 
（名） 

提出会
社社員 
（名） 

(持分法適用関連会社) 

 テクマトリックス㈱ 

(注)1,2 

東京都 

港区 

1,264 

百万円 

ＩＴ 

ソリューション 

ビジネス 

32.0 

(32.0)
― ― なし    なし  なし 



４【従業員の状況】 

(1）事業の種類別セグメントにおける従業員数 

 （注）従業員数は就業人員である。 

(2）提出会社の従業員の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

映像 13,896 

医療 8,622 

ライフサイエンス 4,189 

情報通信 879 

その他 2,485 

本社管理部門 1,185 

合計 31,256 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 2,936 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間の世界経済は、米国では、設備投資需要と個人消費が堅調に推移し景気の拡大基調を維持し

た。また、アジアでは依然として高成長を維持する中国経済を中心として、おおむね順調に推移した。一方、わが

国経済は、原油価格高騰の長期化などの不安材料があるものの、民間の設備投資が好調なうえ、個人消費も底堅い

動きを見せ、緩やかな回復基調で推移した。 

 このような経営環境のもと、当社グループにおいては、医療事業における医療用内視鏡の販売が好調であったこ

とに加え、ライフサイエンス事業も堅調に推移した。また、前年下半期に連結子会社に加わったアイ・ティー・エ

ックス㈱の売上も寄与したことから、連結売上高は前年同期比で1,675億49百万円増加し、4,762億72百万円（前年

同期比54.3％増）となった。 

 営業利益は、医療事業は堅調に推移したものの、映像事業及び新たに加わった情報通信事業が損失を計上したこ

とにより、166億37百万円（前年同期比9.0％減）となった。経常利益は、支払利息の増加などにより営業外収支が

悪化し、89億26百万円（前年同期比21.9％減）となった。 

 中間純利益は、不動産信託受益権売却益や関係会社株式売却益等、特別利益が37億9百万円計上されたものの、

法人税等の税金費用が95億23百万円発生した結果、21億69百万円（前年同期比67.7%減）となった。 

 為替相場は対米ドルでは前年同期に比べて円高に、対ユーロは円安に推移し、期中の平均為替レートは、１米ド

ル＝109円、１ユーロ＝136円となり、売上高に与える影響としては27億円の増収要因となった。 

① 事業の種類別セグメントの業績 

 （注） 事業の所属区分については、所管カンパニー及びセンターの区分に基づいている。 

 当中間連結会計期間より、製品の技術的特性に近似性があることから、従来「産業」に含めていた工業用顕

微鏡の事業区分を「ライフサイエンス」に移管し、同じく「産業」に含めていた工業用内視鏡、プリンタ、バ

ーコードスキャナについては、事業区分を「その他」に移管している。情報通信事業は、平成16年9月のアイ・

ティー・エックス㈱の連結子会社化に伴い新設された事業である。 

 なお、前中間連結会計期間も比較のため、当中間連結会計期間と同一の基準で集計している。 

  
売上高 
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

中間純利益 
（百万円） 

１株当たり中間
純利益（円） 

当中間連結会計期間 476,272 16,637 8,926 2,169 8.16 

前中間連結会計期間 308,723 18,284 11,432 6,708 25.46 

増減率 54.3％ △9.0％ △21.9％ △67.7％ ― 

  

売上高 営業利益または営業損失（△） 

前中間連結会計
期間（百万円） 

当中間連結会計
期間（百万円） 

増減率 
（％） 

前中間連結会計
期間（百万円） 

当中間連結会計
期間（百万円） 

増減 
（百万円）

映像 138,206 116,088 △16.0 △2,908 △6,719 △3,811 

医療 106,954 126,423 18.2 29,623 35,162 5,539 

ライフサイエンス 47,770 50,479 5.7 2,363 2,601 238 

情報通信 ― 152,263 ― ― △2,039 △2,039 

その他 15,793 31,019 96.4 △1,036 432 1,468 

小計 308,723 476,272 54.3 28,042 29,437 1,395 

消去又は全社 ― ― ― △9,758 △12,800 △3,042 

連結計 308,723 476,272 54.3 18,284 16,637 △1,647 



映像事業 

 映像事業の連結売上高は1,160億88百万円（前年同期比16.0％減）、営業損失は67億19百万円（前年同期は29億

８百万円の損失）となった。 

 デジタルカメラ分野は、国内のデジタル一眼レフカメラの市場規模が拡大傾向にあるなか、普及価格帯のデジタ

ル一眼レフカメラ「Ｅ-300」が売上を伸ばした。一方、コンパクトデジタルカメラでは、従来の「薄型、大画面液

晶」という流れに加えて、特徴のある機能を搭載した製品が人気を集め、家電メーカーも加わった競争はますます

激しさを増した。このような状況の下、誰にでも簡単な操作を実現した「CAMEDIA（キャメディア）X－600」や高

性能な大型の液晶モニタを搭載した800万画素コンパクトデジタルカメラ「µ DIGITAL（ミューデジタル） 800」

など新製品を継続的に発売したが、国内のデジタルカメラ売上全体としては減収となった。海外では、前年同期に

比べ販売台数は維持したものの、高価格帯商品の販売量が減少したため、減収となった。 

 フィルムカメラ分野は、国内外ともに市場規模の縮小と販売価格の下落が止まらず、特にアジアの最大市場であ

った中国でのデジタルカメラへの移行が大きく影響し、売上が減少した。 

 録音機分野は、国内で、デジタル録音機「Voice‐Trek（ボイストレック） Ｖ-20」の販売が好調で増収となっ

た。海外においても、米国および欧州で、デジタル録音機「ＶＮ」シリーズの販売が前期に引き続き好調に推移

し、さらに今春より販売を開始したデジタル録音機「ＷＳ-100」「ＷＳ-200Ｓ」が市場で高い評価を受け、増収と

なった。 

 営業損益については、デジタルカメラ市場の競争激化により、損失を計上した。 

医療事業 

 医療事業の連結売上高は1,264億23百万円（前年同期比18.2％増）、営業利益は351億62百万円（前年同期比

18.7％増）となった。 

 医療用内視鏡分野は、国内においては、国公立系医療機関の予算執行状況が依然として厳しいものの、患者の負

担が少ない経鼻挿入も可能な極細の上部消化管汎用ビデオスコープ「GIF TYPE N260」が売上を伸ばしたほか、初

期投資が不要で予算執行の影響を受けにくい診療数課金プログラムが好評を得た。海外においては、米国および欧

州で、内視鏡システム「EVIS EXERA（イービスエクセラ）Ⅱ」のスコープが順調に売上を伸ばし、前期後半より強

化した修理、サービス業務においても米国での市場シェアが拡大した。また、アジアでは中国における販売体制の

強化やハイビジョン内視鏡システム「EVIS LUCERA（イービスルセラ）」および普及型ビデオ内視鏡「Ｖ70システ

ム」の販売増が寄与し、大幅な増収となった。 

 外科や内視鏡処置具などの分野は、国内外ともに「EZ Clip（イージークリップ）」などの止血系処置具やディ

スポーザブル生検鉗子を始めとするサンプリング系処置具の販売が好調であったことに加え、アジア及び中南米で

の販売体制の強化などが功を奏し、売上を伸ばした。 

 営業利益については、医療事業全体において売上が拡大したことにより、増益となった。 

ライフサイエンス事業 

 ライフサイエンス事業の連結売上高は504億79百万円（前年同期比5.7％増）、営業利益は26億１百万円（前年同

期比10.1％増）となった。 

 バイオサイエンス（生物科学）分野は、国内においては、競合激化の中、研究市場向け共焦点レーザ走査型顕微

鏡「FLUOVIEW（フロービュー）FV1000」が引き続き堅調に売上を伸ばしたことに加え、建築物の石綿（アスベス

ト）対策により、アスベスト測定用顕微鏡「BX51N-DPH」の販売が増加して増収となった。海外では米国や欧州に

おいて「FLUOVIEW FV1000」が好調で増収となった。 

 ダイアグノスティックシステムズ（臨床検査）分野は、国内での売上は、自動分析装置用試薬の販売が好調であ

ったものの、ほぼ横ばいとなった。海外においては、欧州で装置、試薬ともに売上が堅調に推移したことに加え、

中国向け販売が好調であったことから、増収となった。 

 工業用顕微鏡分野は、走査型共焦点レーザ顕微鏡「LEXT（レクスト）OLS3000」が順調に売上を伸ばしたことに

加え、半導体関連製品の売上が中国・台湾向けで好調であったが、その他の地域での売上減少をカバーできず、全

体としては減収となった。 

 営業利益については、海外での売上高の増加が寄与して、増益となった。 

情報通信事業 

 情報通信事業の連結売上高は1,522億63百万円、営業損失は20億39百万円となった。 

 アイ・ティー・エックス㈱のネットワーク＆テクノロジー分野における米国向けコンピュータ周辺機器の販売が

やや鈍ったものの、モバイル分野における携帯端末販売は堅調に推移した。 



その他事業 

 その他事業の連結売上高は310億19百万円（前年同期比96.4％増）、営業利益は４億32百万円（前年同期は10億

36百万円の損失）となった。 

 工業用内視鏡分野は、カナダのR/D Tech Inc.（アールディテック社、現Olympus NDT Canada Inc.）を買収した

ことによる非破壊検査領域での事業強化により、売上が大きく伸長した。また、工業用内視鏡による目視検査領域

は、自動車などの製造業や検査機器レンタル業の需要が増加したことにより、着実に売上を伸ばした。 

 また、情報機器などの分野では、理想科学工業㈱との業務提携による高速プリンタの売上が順調に推移した。 

 その他、生体材料事業において、多様な成型体を有する人工骨補填材「ボーンセラム」を商品ラインアップに加

えたことにより増収となったほか、アイ・ティー・エックス㈱のビジネスイノベーション事業において、投資先の

新規連結にともなう売上が加わり、売上を伸ばした。 

② 所在地別セグメントの業績 

日本 

 日本における売上高は2,472億82百万円（前年同期比201.1％増）、営業利益は221億57百万円（前年同期比42.3 

％増）を計上した。デジタルカメラにおいては、デジタル一眼レフカメラの市場が拡大し売上を伸ばした一方で、

コンパクトデジタルカメラでの競争の激化による販売数量の減少や低価格化の影響が大きく、デジタルカメラトー

タルでは減収となった。また医療用内視鏡においては、国立大学病院の独立行政法人化による投資抑制の影響があ

ったものの、「GIF TYPE N260」が売上を伸ばし、新たな診療数課金プログラムが好評で増収となった。また、前

年下半期よりアイ・ティー・エックス㈱を連結子会社化したことにより、前年同期比で大幅に増収となっている。

営業利益については、医療事業の販売好調と販売費及び一般管理費の削減により大幅な増益となった。 

米州 

 米州地域の売上高は907億92百万円（前年同期比6.0％増）、営業利益は49億86百万円（前年同期比0.9％減）を

計上した。デジタルカメラにおいては、競争の激化による低価格化により減収となったが、医療用内視鏡において

は内視鏡システム「EVIS EXERAⅡ」のスコープの販売が好調であり、外科や内視鏡処置具などの分野では、販売体

制の強化が効を奏し、増収となった。また、当期に非破壊検査事業を営むカナダのR/D Tech Inc.（現Olympus NDT

Canada Inc.）を買収したことに伴い、大幅な増収となった。営業利益についてはほぼ横ばいとなった。 

欧州 

 欧州地域の売上高は1,056億78百万円（前年同期比1.9％減）、営業利益は24億44百万円（前年同期比55.1％減）

を計上した。デジタルカメラにおいては、販売台数は前年同期とほぼ横ばいとなったものの、高価格帯商品の販売

数量が減少したため減収となった。医療用内視鏡においては内視鏡システム「EVIS EXERAⅡ」のスコープの販売が

順調に推移したことにより増収となった。また、血液分析機やレーザー走査型顕微鏡「FLUOVIEW FV1000」の販売

好調により増収となった。営業利益については、デジタルカメラの採算性の低下の影響により減益となった。 

  

売上高 営業利益または営業損失（△） 

前中間連結会計
期間（百万円） 

当中間連結会計
期間（百万円） 

増減率 
（％） 

前中間連結会計
期間（百万円） 

当中間連結会計
期間（百万円） 

増減 
（百万円）

日本 82,135 247,282 201.1 15,576 22,157 6,581 

米州 85,685 90,792 6.0 5,033 4,986 △47 

欧州 107,745 105,678 △1.9 5,447 2,444 △3,003 

アジア 33,158 32,520 △1.9 2,088 △559 △2,647 

小計 308,723 476,272 54.3 28,144 29,028 884 

消去又は全社 ― ― ― △9,860 △12,391 △2,531 

連結計 308,723 476,272 54.3 18,284 16,637 △1,647 



アジア 

 アジア地域の売上高は325億20百万円（前年同期比1.9％減）、営業損失は5億59百万円（前年同期は20億88百万

円の利益）を計上した。デジタルカメラにおいては、競争の激化による販売数量の減少及び低価格化により減収と

なった。医療用内視鏡においては、ハイビジョン内視鏡システム「EVIS LUCERA」や普及型ビデオ内視鏡「V70」

が順調に販売を伸ばし、また中国の販売体制の強化による販売増により増収となった。営業利益については、デジ

タルカメラの採算性の低下の影響により損失を計上することとなった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前中間連結会計期間末に比較して759億72百万円

増加し、1,552億51百万円となった。 

 当中間連結期間における各キャッシュ・フローの状況と、前中間連結会計期間との比較分析は次のとおりであ

る。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動により増加した資金は、179億35百万円となった。映像事業を中心とした

たな卸資産の大幅な減少等の影響により、前年同期の営業キャッシュ・フローの減少額との対比では213億14百万

円の増加となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動により減少した資金は、510億58百万円となった。投資有価証券の取得に

よる支出及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が増加した影響等により、前年同期の投資キャ

ッシュ・フローの減少額との対比では281億60百万円の減少となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動により増加した資金は、742億82百万円となった。長短期の借入による調

達額は減少したが、一方で新たに社債の発行による収入及び株式の発行による収入が発生したことにより、前年同

期の財務キャッシュ・フローの増加額との対比では388億51百万円の増加となった。 

  
前中間連結会計期間 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（百万円） 

増減（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,379 17,935 21,314 

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,898 △51,058 △28,160 

財務活動によるキャッシュ・フロー 35,431 74,282 38,851 

現金及び現金同等物中間期末残高 79,279 155,251 75,972 



２【生産、受注及び販売の状況】 

事業区分を変更したことに伴い、生産実績及び販売実績の前年同期比の計算においては、前中間連結会計期間の生

産実績及び販売実績を当中間連結会計期間と同一の基準で集計した上で表示している。 

また、平成16年９月に連結子会社となったアイ・ティー・エックスグループでは機器販売・サービスを営んでいるた

め、当中間連結会計期間より生産実績に加えて仕入実績を記載している。 

(1）生産実績 

 （注）１ 金額は、販売価格によっている。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）仕入実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(3）受注状況 

当社製品は見込生産を主体としているため、受注状況の記載を省略している。 

(4）販売実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更及び

新たな事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

映像 107,382 △31.2 

医療 112,980 1.2 

ライフサイエンス 43,910 0.8 

情報通信 ― ― 

その他 21,964 40.7 

計 286,236 △12.4 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

映像 ― ― 

医療 ― ― 

ライフサイエンス ― ― 

情報通信 139,173 ― 

その他 10,725 ― 

計 149,898 ― 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

映像 116,088 △16.0 

医療 126,423 18.2 

ライフサイエンス 50,479 5.7 

情報通信 152,263 ― 

その他 31,019 96.4 

計 476,272 54.3 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 当グループは社会と価値観を共有しながら、社会や人々の生活に新しい価値を提供するという当社の経営理念

「Social－IN」を実現すべく、研究開発活動を行ってきた。当グループのコアコンピタンスであるオプト・デジタル

テクノロジー（光学技術、デジタル映像技術、微小加工技術）においては引き続き積極的な研究開発を展開し、さら

なる基盤強化をしていく。加えて、細胞技術領域の諸技術をコアコンピタンスとすべく取り組んでいく。 

 当中間連結会計期間中に投下した研究開発費は約219億円である。 

○ 映像事業 

 当事業領域に係わる研究開発費は約48億円であり、その成果は次の通りである。 

① デジタル一眼レフカメラ「Ｅ-500」の開発 

 デジタル専用にデザインされた「フォーサーズシステム規格」の特徴である小型軽量を活かした、ボディ

435グラムと世界最軽量（注）のデジタル一眼レフカメラ「Ｅ-500」を開発した。 

 上級機と同じダストリダクションシステム、フルフレーム型CCD（800万画素）に加え、最新CMOS技術を駆使

したクラス最高の49分割測光素子の新開発、メモリーカードが一杯になるまでの高速連写の実現など、プロユ

ーザーの使用にも耐える高画質、信頼性を実現しつつ、一方で2.5インチ高精細ハイパークリスタル液晶、25

の露出シーンモードなど、デジタル一眼レフを初めて手にする方にも簡単に美しい写真が撮れる機能を世界最

軽量ボディに搭載した。 

(注)2005年9月27日現在、レンズ交換式デジタル一眼レフカメラにおいて 

② 新技術「スマートキャプチャーテクノロジー」の開発 

 最高でISO1600の超高感度撮影を可能とした他、低照度下でのＡＦ高速化、ストロボの大光量化等により暗

所での撮影に威力を発揮する新技術「スマートキャプチャーテクノロジー」を開発した。 

 超高感度撮影の実現により、暗い場所でもフラッシュを使用しない撮影を可能とし、フラッシュを使用した

場合は室内撮影時でも部屋の奥まできれいに光の届いた撮影を可能とした。また、超高感度撮影により可能と

なる高速のシャッタースピードを利用した「Ｗブレ軽減機能」により、手ブレだけでなく被写体ブレの軽減も

可能とした。 

 なお、当中間連結会計期間中に発売したデジタルコンパクトカメラ「µ DIGITAL 800」及び「µ DIGITAL  

600」において同技術を採用している。 

○ 医療事業 

 当事業領域に係わる研究開発費は約66億円であり、その成果は次の通りである。 

① 「超音波ガストロビデオスコープ OLYMPUS GF TYPE UE260-AL5」の開発 

 世界で初めて360度の電子ラジアル走査(注)を実現した「超音波ガストロビデオスコープOLYMPUS GF 

TYPE UE260-AL5」を開発した。 

 消化管は管腔構造であり、膵臓や他の臓器が消化管を取り巻くように配置されている。そのため、これらの

詳細な診断には体外式超音波や他の画像診断機器ではアプローチしにくく、粘膜の直接診断には内視鏡を、ま

た粘膜の内側や近傍の臓器やリンパ節の診断には内視鏡先端に超音波振動子を搭載した超音波内視鏡が一般的

に使用されている。「GF-UE260-AL5」では、超音波素子を円筒状に配列した小型超音波振動子を独自開発し、

360度の電子ラジアル走査を世界で初めて実現した。さらに、血管やリンパ節の識別や臓器の位置関係判別を

行いやすくさせ、膵・胆道疾患の早期発見や胃・食道がんの浸潤度合の診断サポートにつなげるために、ドプ

ラ機能を用いた血流状態表示機能を搭載している。 

(注) 超音波素子を円筒状に配列し、連続的に素子をかけて超音波を送受信すること。電子的に超音波素子を制御することで、ビ

ームの強さやフォーカスをコントロールすることが可能。 



② 「EVIS LUCERA上部消化管汎用ビデオスコープOLYMPUS GIF TYPE N260」の開発 

 患者に負担の少ない上部消化管内視鏡の検査手段の１つである、経鼻挿入を可能にした「EVIS LUCERA上部

消化管汎用ビデオスコープOLYMPUS GIF TYPE N260」（以下、「GIF-N260」）を開発した。 

 新開発の超小型CCDの採用により、先端部外径4.9mm、挿入部外径5.2mmの細径化を実現するとともに、先端

部外径9mmの「GIF-XQ260」と同等レベルの高画質化を実現しており、日常検査として病変の早期発見への貢献

が期待できる。また、この「GIF-N260」は、極細径を維持しながら2.0mmの鉗子チャンネルも確保しており、

通常の処置具を使用した胃液の吸引や生検にも対応可能となっている。 

③ 「VISERA耳鼻咽喉ビデオスコープ OLYMPUS ENF TYPE V2」の開発 

 先端外径が3.2mmと世界で最も細い「耳鼻咽喉ビデオスコープ OLYMPUS ENF TYPE V2」（以下、「ENF-

V2」）を開発した。 

 従来の咽頭、喉頭、鼻腔の観察に加えて、従来ではアプローチが困難であった小児の外耳道や鼓膜観察の適

応を目指して、従来のビデオスコープ（当社：ENF-V）よりも先端外径が0.7mm細い世界最細径を実現してい

る。ビデオスコープの挿入部には、光を内視鏡先端に導くための照明用ファイバーバンドル（グラスファイバ

ーの束）が入っているが、「ENF-V2」では、限られた外径の中でスペースを有効活用できる位置にファイバー

バンドルを配置しており、先端外径3.2mmという細径にも関わらず従来のスコープと同等の明るさを維持し、

明るく鮮明な画質を実現している。 

○ ライフサイエンス事業 

 当事業領域に係わる研究開発費は約40億円であり、その成果は次の通りである。 

① 肺がん早期発見の診断法の実用化に向けた共同開発の開始 

 米キャンジェン社（所在地 米国メリーランド州ベセスダ）と、肺がんの早期発見を目的とした分子診断法

の実用化に向けた共同開発を開始した。 

 当グループの遺伝子解析技術とキャンジェン社のDNAおよびタンパク質を用いた分子診断技術を融合させ、

がんの分子診断法実用化に向けた研究開発を加速する。正確で優れた検査を実現することで、医療の質の向上

への貢献が期待できる。 

② 研究用マイクロズーム顕微鏡「MVX10」の開発 

 広い観察範囲と高感度を両立させた研究用マイクロズーム顕微鏡「MVX10」を開発した。 

 より微弱な蛍光を観察することが可能であり、かつ微小な細胞から最大直径55mmの範囲の組織・小動物のレ

ベルまでの幅広い範囲をシームレスで観察可能な、極めて明るい10倍ズーム光学系を搭載した研究用マクロズ

ーム顕微鏡を開発した。特定の遺伝子、タンパク質、酵素などの分子を蛍光標識して観察する事により、生

体・組織内での遺伝子や分子の作用の解明や、細胞の増殖、薬剤の影響等を分子レベルで観察することで生命

現象の解明、疾患の治療法や新薬の開発等への貢献が期待できる。 

③ 分子イメージング分野の共同研究を開始 

 アンチキャンサー社（所在地 米国カリフォルニア州サンディエゴ）と技術提携を結び、アンチキャンサー

社の保有している蛍光タンパクを使った小動物のイメージング技術と、当グループの光学技術を融合した、が

ん研究の新しい手法のアプリケーション開発を開始した。 

 生きた小動物のがんのプロセスをマクロからミクロレベルまでイメージングすることにより、がんの転移機

構の解明につながるなど、様々な可能性が考えられる。今後は基礎研究のみならず、医薬品の研究や評価など

の数多くの分野へ利用されることを目指し共同研究を進めていく。 

④ 工業用検査顕微鏡「MX51」の開発 

 光学基本性能の向上により観察性能をアップさせ、さらに多彩な観察方法を提供できる工業用検査顕微鏡

「MX51」を開発した。 

 対物レンズ及び投光管など照明効率向上のための最適化設計を行ったことにより、「欠陥検出」に欠かせな

い暗視野観察の能力を当社従来モデル（MX40）比で4倍にアップさせるとともに、幅広いシステム拡張性によ

り最大５種類（明視野・暗視野・微分干渉・簡易変更・蛍光）の落射観察法を１台で実現することを可能とし

た。工業用材料や電子部品の研究・開発・製造・品質管理部門、特に半導体ウエハの観察や磁気ヘッドなどの

観察への貢献が期待できる。 



○ その他事業 

 当事業領域に係わる研究開発費は約18億円であり、その成果は次の通りである。 

  工業用ビデオスコープ「IPLEXⅡ」の開発 

 「ネットワーク機能」「高解像LCD」「スーパーステレオ計測機能」等の新機能を搭載した工業用ビデオス

コープ「IPLEXⅡ」を開発した。 

 LAN経由でパソコンによる遠隔操作を行う「ネットワーク機能」により、本社や技術センター等検査現場と

は離れた地点から現場の検査を主幹することができるようになり、迅速な対応を可能とした。また、高精細な

「6.3インチXGAモニター」、±３％という高精度計測を可能とする「スーパーステレオ計測機能」により操作

性および検査精度の向上を実現した。 

なお、各事業セグメントに区分できない基礎研究に係る研究開発費は約47億円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、オリンパスリース株式会社は、全ての賃貸リース資産を売却している。 

 その主要な設備は、次の通りである。 

 国内子会社 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 
帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 

工具器具備品 

オリンパスリース㈱ 
本社 

（東京都新宿区） 
医療 リース資産 5,043 ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）第三者割当 

    発行価格  2,202円 

    資本組入額 1,101円 

    割当先   テルモ株式会社 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,000,000,000 

計 1,000,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月13日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 271,283,608 271,283,608 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

― 

計 271,283,608 271,283,608 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 
（百万円） 

資本金 
残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成17年8月22日 6,811 271,283 7,498 48,331 7,498 73,027 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．テンプルトン・アセット・マネジメント・リミテッド他共同保有者９名から平成17年５月31日付で提出された

大量保有報告書の変更報告書の写しにより平成17年５月23日現在で29,451千株を保有している旨の報告を受け

ているが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況に

は含めていない。  

   なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

    大量保有者名 テンプルトン・アセット・マネジメント・リミテッド他共同保有者９名 

    所有株式数  29,451千株 

    発行済株式総数に対する所有株式数の割合 10.86％ 

 ２．サウスイースタン アセット マネージメント インクから平成17年８月17日付で提出された大量保有報告書の

写しにより平成17年８月11日現在で26,668千株を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会

計期間末時点における所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。  

   なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

    大量保有者名 サウスイースタン アセット マネージメント インク 

    所有株式数  26,668千株 

    発行済株式総数に対する所有株式数の割合 9.83％ 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険（相） 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 21,426 7.89 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

ウールゲートハウス, コールマンストリート 

ロンドン EC2P 2HD, 英国 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

20,949 7.72 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレ

ート銀行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 ボストン マサチューセッツ 

02101 米国 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

14,614 5.38 

日本マスタートラスト信託銀行

㈱（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 12,164 4.48 

日本トラスティ・サービス信託

銀行㈱（住友信託銀行再信託

分・㈱三井住友銀行退職給付信

託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 9,004 3.31 

㈱ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 8,521 3.14 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 8,000 2.94 

日本トラスティ・サービス信託

銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,425 2.73 

㈱東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 7,172 2.64 

テルモ㈱ 東京都渋谷区幡ヶ谷二丁目44番１号 6,811 2.51 

計 ― 116,088 42.79 



 ３．モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド他共同保有者９名から平成17年10月５日付で提出された大量保

有報告書の写しにより平成17年９月30日現在で16,778千株を保有している旨の報告を受けているが、当社とし

て当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。  

   なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

    大量保有者名 モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッド他共同保有者９名 

    所有株式数  16,778千株 

    発行済株式総数に対する所有株式数の割合 6.18％ 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）含

まれている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 該当事項はない。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   805,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 268,727,000 268,727 ― 

単元未満株式 普通株式  1,751,608 ― ― 

発行済株式総数 271,283,608 ― ― 

総株主の議決権 ― 268,727 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

オリンパス㈱ 

東京都渋谷区幡ヶ

谷２丁目43番２号 
805,000 ― 805,000 0.30 

計 ― 805,000 ― 805,000 0.30 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,495 2,205 2,200 2,290 2,285 2,590 

最低（円） 2,090 2,065 2,075 2,105 2,175 2,175 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２   139,033 160,446   120,416 

２ 受取手形及び売掛金 ※２   137,701 145,010   151,947 

３ 有価証券     36,207 1,220   1,210 

４ たな卸資産 ※２   117,933 92,514   102,790 

５ 繰延税金資産     20,541 16,650   17,200 

６ その他 ※５   39,286 41,244   43,973 

流動資産計     490,701 457,084   437,536 

貸倒引当金     △3,393 △3,114   △2,697 

流動資産合計     487,308 58.6 453,970 49.8   434,839 50.7

Ⅱ 固定資産         

(1）有形固定資産 ※１       

１ 建物及び構築物 ※２     102,609 104,141   

   減価償却累計額     37,847 56,748 45,861 58,275 45,866 

２ 機械装置及び運搬具 ※２     54,113 52,077   

   減価償却累計額     18,369 35,117 18,996 33,020 19,057 

３ 工具器具備品       124,608 127,370   

   減価償却累計額     35,038 90,681 33,927 91,788 35,582 

４ 土地 ※２   15,715 17,277   17,279 

５ 建設仮勘定     2,798 6,193   2,269 

有形固定資産計     109,767 13.2 122,254 13.4   120,053 14.0

(2）無形固定資産         

１ 連結調整勘定     52,804 61,768   57,737 

２ その他     12,804 20,811   15,081 

無形固定資産計     65,608 7.9 82,579 9.1   72,818 8.5

(3）投資その他の資産         

１ 投資有価証券 
※２ 
※３ 

  93,198 204,667   177,696 

２ 出資金     27,544 ―   ― 

３ 繰延税金資産     9,687 9,368   9,839 

４ その他 ※２   41,590 41,860   45,826 

投資その他の資産計     172,019 255,895   233,361 

貸倒引当金     △3,205 △2,850   △2,988 

投資その他の資産合計     168,814 20.3 253,045 27.7   230,373 26.8

固定資産合計     344,189 41.4 457,878 50.2   423,244 49.3

資産合計     831,497 100 911,848 100   858,083 100 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形及び買掛金     87,518 79,067   95,403 

２ 短期借入金 ※２    170,747 181,100   175,199 

３ 一年内償還予定社債     ― 15,062   ― 

４ 未払費用     45,526 54,249   51,325 

５ 未払法人税等     7,059 7,721   9,511 

６ 製品保証引当金     3,817 4,276   3,613 

７ 事業構造改革引当金     ― ―   2,400 

８ その他 
※４ 
※５ 

  57,521 40,230   49,770 

流動負債合計     372,188 44.7 381,705 41.9   387,221 45.1

Ⅱ 固定負債         

１ 社債     60,000 105,488   80,300 

２ 長期借入金 ※２   112,579 134,033   116,889 

３ 退職給付引当金     8,221 7,901   8,896 

４ 役員退職慰労引当金     861 565   995 

５ 債務保証損失引当金     ― 450   225 

６ その他     4,367 9,038   9,433 

固定負債合計     186,028 22.4 257,475 28.2   216,738 25.3

負債合計     558,216 67.1 639,180 70.1   603,959 70.4

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     14,043 1.7 10,522 1.2   13,287 1.5

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     40,833 4.9 48,332 5.3   40,833 4.8

Ⅱ 資本剰余金     65,528 7.9 73,049 8.0   65,550 7.6

Ⅲ 利益剰余金     154,034 18.5 133,680 14.6   133,523 15.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    3,956 0.5 10,857 1.2   6,201 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     △3,036 △0.4 △2,039 △0.2   △3,618 △0.4

Ⅵ 自己株式     △2,077 △0.2 △1,733 △0.2   △1,652 △0.2

資本合計     259,238 31.2 262,146 28.7   240,837 28.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    831,497 100 911,848 100   858,083 100 

         



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     308,723 100 476,272 100   813,538 100 

Ⅱ 売上原価     166,332 53.9 318,145 66.8   516,468 63.5

売上総利益     142,391 46.1 158,127 33.2   297,070 36.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   124,107 40.2 141,490 29.7   273,917 33.7

営業利益     18,284 5.9 16,637 3.5   23,153 2.8

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   221  609 1,125   

２ 受取配当金   266  287 441   

３ 特許権収入   399  83 779   

４ 賃貸収入   457  70 1,140   

５ 投資有価証券売却益   979  ― 1,290   

６ 投資有価証券運用益   ―  350 ―   

７ その他   1,084 3,406 1.1 1,196 2,595 0.5 2,917 7,692 1.0

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   2,491  4,635 6,632   

２ 為替差損   2,268  155 2,240   

３ 持分法投資損失   851  ― 1,189   

４ その他   4,648 10,258 3.3 5,516 10,306 2.1 10,580 20,641 2.5

経常利益     11,432 3.7 8,926 1.9   10,204 1.3

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ ―  ― 1,247   

２ 信託受益権売却益   ―  1,522 ―   

３ 関係会社株式売却益   ―  2,187 ―   

４ 投資有価証券売却益   ―  ― 25   

５ 貸倒引当金戻入益   ― ― ― ― 3,709 0.8 764 2,036 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 投資有価証券評価損   43  278 465   

２ 減損損失 ※３ ―  871 ―   

３ 関係会社整理損   147  ― 253   

４ 事業構造改革損失 ※４ ―  ― 5,490   

５ 債務保証損失引当金 
繰入額 

  ― 190 0.1 225 1,374 0.3 225 6,433 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    11,242 3.6 11,261 2.4   5,807 0.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  7,782  8,435 14,633   

法人税等調整額   △3,254 4,528 1.4 1,088 9,523 2.0 3,168 17,801 2.2

少数株主利益 
（△損失） 

    6 0.0 △431 △0.1   △167 △0.0

中間(当期)純利益 
又は中間(当期) 
純損失（△） 

    6,708 2.2 2,169 0.5   △11,827 △1.5

            



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   65,528 65,550   65,528

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 増資による新株の発行 ―   7,499 ― 

２ 自己株式処分差益 ― ― ― 7,499 22 22

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

  65,528 73,049   65,550

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   149,397 133,523   149,397

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益 6,708 6,708 2,169 2,169 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 中間（当期）純損失 ― ― 11,827 

２ 配当金 1,977 1,978 3,953 

３ 役員賞与 94 2,071 34 2,012 94 15,874

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

  154,034 133,680   133,523

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
１ 税金等調整前中間（当期）純利益   11,242 11,261 5,807

２ 減価償却費   14,477 13,655 29,758

３ 連結調整勘定の償却額   ― 2,726 ―

４ 退職給付引当金の増加額（△減少額）   △24 △1,175 758

５ 前払年金費用の減少額   1,952 648 3,889

６ 受取利息及び受取配当金   △487 △896 △1,566

７ 支払利息   2,491 4,635 6,632

８ 持分法投資損失   851 ― 1,189

９ 信託受益権売却益   ― △1,522 ―

10 関係会社株式売却益   ― △2,187 ―

11 投資有価証券評価損   43 ― ―

12 減損損失   ― 871 ―

13 売上債権の減少額   15,984 8,163 1,898

14 たな卸資産の減少額（△増加額）   △16,580 13,095 △1,749

15 仕入債務の減少額   △21,623 △18,859 △12,775

16 未払金の増加額（△減少額）   4,259 △1,665 △3,488

17 未払費用の減少額   △9,601 △287 △3,756

18 その他の営業活動   1,300 3,062 △1,411

小計   4,284 31,525 25,186

19 利息及び配当金の受取額   487 896 1,566

20 利息の支払額   △2,446 △4,366 △6,512

21 法人税等の支払額   △5,704 △10,120 △10,215

営業活動によるキャッシュ・フロー   △3,379 17,935 10,025

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
１ 定期預金の預け入れ   △59,483 △5,004 △6,669

２ 定期預金の払出   45,482 6,559 45,731

３ 有価証券の取得による支出   △34,997 ― △35,000

４ 有価証券の売却による収入   34,997 ― 69,997

５ 有形固定資産等の取得による支出   △19,796 △20,413 △46,727

６ 有形固定資産等の売却による収入   ― ― 3,025

７ 投資有価証券の取得による支出   △4,253 △21,780 △66,281

８ 投資有価証券の売却による収入   3,519 3,955 5,801

９ 連結の範囲の変更を伴う 
    子会社株式の取得による収入 

※２ 12,460 ― 12,460

10 連結の範囲の変更を伴う 
    子会社株式の取得による支出   △2,222 △12,029 △3,308

11 連結の範囲の変更を伴う 
    子会社株式の売却による収入   ― 1,431 ―

12 連結子会社株式の追加取得による支出   ― △5,591 △6,695

13 信託受益権の売却による収入   ― 1,686 ―

14 その他の投資活動   1,395 128 124

投資活動によるキャッシュ・フロー   △22,898 △51,058 △27,542

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
１ 短期借入金の純増加額   38,812 8,759 7,051

２ 長期借入による収入   20,018 36,173 56,342

３ 長期借入金の返済による支出   △21,336 △23,348 △20,633

４ 社債の発行による収入   ― 39,860 20,134

５ 株式の発行による収入   ― 14,918 ―

６ 少数株主からの払込みによる収入   ― ― 1,289

７ 配当金の支払額   △1,977 △1,978 △3,953

８ 少数株主への配当金の支払額   △2 △20 △3

９ その他の財務活動   △84 △82 △212

財務活動によるキャッシュ・フロー   35,431 74,282 60,015

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   798 436 877

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   9,952 41,595 43,375

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   69,095 113,625 69,095

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ※３ 232 31 1,155

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 79,279 155,251 113,625
    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 135社 

主要な連結子会社名 

会津オリンパス㈱ 

白河オリンパス㈱ 

オリンパスオプトテクノロジー㈱ 

アイ・ティー・エックス㈱ 

アイ・ティー・テレコム㈱ 

Olympus Europa GmbH 

Olympus America Inc. 

Olympus Hong Kong and China  

 Limited 

 オリンパスメディカルシステムズ㈱

他７社は、当中間連結会計期間に新規

設立したものである。 

 アイ・ティー・エックス㈱は、当中

間連結会計期間における株式の追加取

得により連結子会社となったものであ

る。 

 アイ・ティー・テレコム㈱他32社

は、当中間連結会計期間にアイ・ティ

ー・エックス㈱が連結子会社となった

ことに伴い、連結子会社となったもの

である。 

 Celon AG他４社は、当中間連結会計

期間に資本参加したものである。 

 Olympus Trading（Shanghai） 

Limitedは、重要性が増したため、当

中間連結会計期間より持分法適用の非

連結子会社から連結子会社となったも

のである。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 174社 

主要な連結子会社名 

オリンパスメディカルシステムズ㈱ 

オリンパスイメージング㈱ 

会津オリンパス㈱ 

白河オリンパス㈱ 

オリンパスオプトテクノロジー㈱ 

アイ・ティー・エックス㈱ 

アイ・ティー・テレコム㈱ 

Olympus Medical Systems Europa 

 GmbH 

Olympus America Inc. 

Olympus Hong Kong and China  

 Limited 

 オリンパス知的財産サービス㈱他13 

社は、当中間連結会計期間に新規設立

したものである。 

 NDT Engineering Corporation他11社

は、当中間連結会計期間に資本参加し

たものである。 

 ㈱ラプランタは当中間連結会計期間

に実質的に支配することになったもの

である。 

 テクマトリックス㈱は、当中間連結

会計期間に株式を一部売却したことに

伴い、連結子会社から除外している。

ただし、同社株式のみなし売却時期が

当中間連結会計期間末であることか

ら、連結損益計算書には、同社の損益

が含まれている。 

 ㈱eeステーション関東は、当中間連

結会計期間に連結子会社と合併したこ

とに伴い、連結子会社から除外してい

る。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 149社 

主要な連結子会社名 

オリンパスメディカルシステムズ㈱  

オリンパスイメージング㈱  

会津オリンパス㈱ 

白河オリンパス㈱ 

オリンパスオプトテクノロジー㈱ 

アイ・ティー・エックス㈱ 

アイ・ティー・テレコム㈱ 

Olympus Europa GmbH 

Olympus America Inc.  

Olympus Hong Kong and China 

 Limited  

 オリンパスメディカルシステムズ㈱他

13社は当連結会計年度中に新規設立した

ものである。 

 オリンパスイメージング㈱は当連結会

計年度中にオリンパス㈱から会社分割に

より設立したものである。 

 Celon AG他６社は当連結会計年度中に

資本参加したものである。 

 アイ・ティー・エックス㈱は当連結会

計年度における株式の追加取得により持

分法適用の関連会社から連結子会社とな

ったものである。 

 アイ・ティー・テレコム㈱他31社は当

連結会計年度にアイ・ティー・エックス

㈱が連結子会社となったことに伴い、連

結子会社となったものである。 

 ㈱ティアンドケイ他11社はアイ・ティ

ー・エックス㈱の連結子会社化以後にア

イ・ティー・エックス㈱が新規設立また

は資本参加したものである。  

 Olympus Trading (Shanghai) Ltdは、

重要性が増したため、当連結会計年度よ

り持分法適用の非連結子会社から連結子

会社となったものである。 

 Olympus Endo-Repair Europe GmbH他

３社は当連結会計年度に連結子会社間で

の合併に伴い、連結の範囲から除外して

いる。 

 Soft Imaging Systems Sdn Bhd.他１社

は当連結会計年度中に会社清算したこと

に伴い、連結の範囲から除外している。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、次のとおりである。 

㈱オプノテック 

Olympus Moscow Limited 

 Liability Company 

Beijing Beizhao Olympus 

 Optical Co., Ltd. 

他２社 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社５社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であるため、連結の範囲か

ら除外した。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、次のとおりである。 

Olympus Moscow Limited 

 Liability Company 

Beijing Beizhao Olympus 

 Optical Co., Ltd. 

他２社 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社４社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であるため、連結の範囲か

ら除外した。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社は、次のとおりである。 

Olympus Moscow Limited  

 Liability Company 

Beijing Beizhao Olympus  

 Optical Co., Ltd. 

Soliste Hong Kong Limited 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であるため、連結の範囲から除

外した。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社数 

３社 

㈱オプノテック 

Olympus Moscow Limited 

 Liability Company 

Beijing Beizhao Olympus 

 Optical Co., Ltd. 

 Olympus Trading（Shanghai）Limited

は、重要性が増したため、当中間連結会

計期間より連結子会社となったことに伴

い、持分法適用の非連結子会社から除外

している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社数 

２社 

Olympus Moscow Limited 

 Liability Company 

Beijing Beizhao Olympus 

 Optical Co., Ltd. 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

２社 

Olympus Moscow Limited 

 Liability Company 

Beijing Beizhao Olympus 

 Optical Co., Ltd. 

㈱オプノテックは、当連結会計年度中

に会津オリンパス㈱と合併したことによ

り、持分法適用の非連結子会社から除外

している。 

Olympus Trading（Shanghai）Limited

は、重要性が増したため、当連結会計年

度より連結子会社となったことに伴い、

持分法適用の非連結子会社から除外して

いる。 

(2）持分法を適用した関連会社数 

18社 

主要な持分法適用関連会社名 

オルテック㈱ 

㈱アダチ 

エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱ 

 エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱他15

社は、当中間連結会計期間にアイ・テ

ィー・エックス㈱が連結子会社となっ

たことに伴い、持分法適用の関連会社

となったものである。 

 アイ・ティー・エックス㈱は、当中

間連結会計期間に連結子会社となった

ことにより、持分法適用の関連会社か

ら除外している。 

 バイオックス㈱は、アイ・ティー・

エックス㈱の連結子会社であり、当中

間連結会計期間より同社が連結子会社

となったことにより、持分法適用の関

連会社から除外している。 

 View Ahead Technology Inc.は、会

社清算を行ったことから、持分法適用

の関連会社から除外している。 

(2）持分法を適用した関連会社数 

12社 

主要な持分法適用関連会社名 

オルテック㈱ 

㈱アダチ 

テクマトリックス㈱ 

 テクマトリックス㈱は、当中間連結

会計期間に株式を一部売却したことに

伴い、連結子会社から持分法適用の関

連会社となったものである。 

 ㈱ラプランタは、当中間連結会計期

間に同社が連結子会社となったことに

より、持分法適用の関連会社から除外

している。 

 ㈱ムービーチャンネル他１社は、当

中間連結会計期間に株式を売却したこ

とに伴い、持分法適用の関連会社から

除外している。 

(2）持分法適用の関連会社 

 14社 

主要な持分法適用関連会社名 

オルテック㈱ 

㈱アダチ 

エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱ 

 エヌ・ティ・ティ・ベトナム㈱他11

社は、当連結会計年度にアイ・ティ

ー・エックス㈱が連結子会社となった

ことに伴い、持分法適用の関連会社と

なったものである。 

 View Ahead Technology Inc.及びバ

イオックス㈱は当連結会計年度中に会

社清算を行ったことにより、アイ・テ

ィー・エックス㈱は、当連結会計年度

に株式を追加取得し、連結子会社とな

ったことにより、持分法適用の関連会

社から除外している。 

(3）持分法を適用していない非連結子会社

２社及び関連会社３社は、いずれも中間

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため、持分法の適用から除外

している。 

(3）持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社はOlympus (India)  

Private Ltd.他３社であり、いずれも中

間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であるため、持分法の適用から除

外している。 

(3）持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社はOlympus (India) 

Private Ltd.他２社であり、連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あるため、持分法の適用から除外してい

る。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は一部を除き９

月30日であり、中間連結財務諸表提出会社

と一致している。 

 なお、海外に所在する一部の連結子会社

の決算日は12月31日であり、中間連結財務

諸表の作成にあたっては、６月30日現在の

財務諸表を使用し、連結中間決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

 連結子会社の決算日は一部を除き３月31

日であり、連結財務諸表提出会社と一致し

ている。 

 なお、海外に所在する一部の連結子会社

の決算日は12月31日であり、連結財務諸表

の作成にあたっては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調整を行っ

ている。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

① 満期保有目的の債券 

……償却原価法 

① 満期保有目的の債券 

……同左 

① 満期保有目的の債券 

……同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合

及びこれに類する組合への出

資（証券取引法第2条第2項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に

規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってい

る。 

時価のないもの 

……同左 

(ロ）デリバティブ取引により生ずる債

権及び債務 

……時価法 

(ロ）デリバティブ取引により生ずる債

権及び債務 

……同左 

(ロ）デリバティブ取引により生ずる債

権及び債務 

……同左 

(ハ）たな卸資産 

 たな卸資産は、主として先入先出

法に基づく低価法によっている。 

(ハ）たな卸資産 

同左 

(ハ）たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

……主として定率法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

同左 

① 車両運搬具、工具及び備品 

……主として法人税法に基づく耐

用年数による。 

  

  

  

  

② その他の有形固定資産 

……主として機能的耐用年数の予

測に基づいて決定した当社所

定の耐用年数による。 

  

  

  

  

(ロ）無形固定資産 

……定額法 

主として法人税法に基づく耐

用年数による。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（主として３

年）による。 

(ロ）無形固定資産 

……定額法 

主として法人税法に基づく耐

用年数による。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（３年から５

年）によっている。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

――――― 

  

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費及び社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してい

る。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してい

る。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失

に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 製品保証引当金 

 販売済製品に対して保証期間内に発

生が見込まれるアフターサービス費用

を計上したもので、過去のアフターサ

ービス費の実績額を基礎として、所定

の基準により計上している。 

② 製品保証引当金 

同左 

② 製品保証引当金 

同左 

――――― ――――― ③ 事業構造改革引当金 

 映像事業の構造改革の実行に伴い、

今後発生することが見込まれる損失に

備えるため、当該損失見込額を計上し

ている。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末に発生していると認

められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異（7,782

百万円）については、平成13年３月期

から５年による按分額を費用処理して

いる。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による按分額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として５年）によ

る按分額を翌連結会計年度より費用処

理している。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末に発生していると認

められる額を計上している。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として５年）による按

分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として５年）によ

る按分額を翌連結会計年度より費用処

理している。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産に基づき、当連結会計年

度末に発生していると認められる額を

計上している。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、平成13年３月期から５年による按

分額を費用処理している。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として５年）による按

分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として５年）によ

る按分額を翌連結会計年度より費用処

理している。 

④ 役員退職慰労引当金 

 親会社及び国内の連結子会社におい

ては、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間連結会計

期間末要支給額を計上している。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 親会社及び国内の連結子会社におい

ては、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上している。 

 ――――― ⑤ 債務保証損失引当金 

 債務保証にかかる損失に備えるた

め、被保証者の財政状態等を勘案し、

損失負担見込額を計上している。 

⑥ 債務保証損失引当金 

 同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約が付されている外貨

建売掛金及び外貨建買掛金については

振当処理を行っている。また金利スワ

ップについては、特例処理の要件を満

たしているため、特例処理を採用して

いる。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務については振当処理を

行っている。また金利スワップについ

ては、特例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用している。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オ

プション取引、金利ス

ワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オ

プション取引、通貨ス

ワップ取引、金利スワ

ップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…同左 

・ヘッジ対象…外貨建売掛金及び外貨

建買掛金の予定取引、

長期借入金 

・ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務の

予定取引、借入金 

・ヘッジ対象…同左 

③ ヘッジ方針 

 デリバティブに関する権限及び取引

限度額を定めた内部規程に基づき、為

替変動リスク、並びに金利変動リスク

をヘッジしている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシ

ュ・フローとヘッジ手段の間に高い相

関関係があることを確認し、有効性の

評価としている。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

① 法人税等の会計処理 

 中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当連結会計年度

において予定している利益処分による

圧縮積立金及び特別償却準備金を調整

して、当中間連結会計期間に係る金額

を計算している。 

(7）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

① 法人税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

――――― 

② 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜き方式

によっている。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

同左 

――――― ③ 連結納税制度の適用 

 一部の子会社は連結納税制度を適用

している。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３

カ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号平成15年10月31日)を適用してい

る。 

 この結果、特別損失を871百万円計上し、税

金等調整前中間純利益が871百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額については、中間連

結財務諸表規則に基づき、各資産の金額から

直接控除している。 

  

───── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において「無形固定資産」に含め

て表示していた連結調整勘定は、資産の総額の100分の５

を超えたため、当中間連結会計期間より独立掲記してい

る。 

 なお、前連結会計年度の無形固定資産の「その他」に

含まれている連結調整勘定の金額は3,162百万円であり、

前中間連結会計期間の無形固定資産の「その他」に含ま

れている金額は256百万円である。 

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月1

日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15日

付で改正されたことに伴い、前連結会計年度から投資事

業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取

引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投

資有価証券として表示する方法に変更している。当中間

連結会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該出資額

は25,635百万円、前連結会計年度の「投資有価証券」に

含まれる当該出資額は25,610百万円であり、前中間連結

会計期間における投資その他の資産の「出資金」に含ま

れていた当該出資の額は、26,361百万円である。 

 なお、前中間連結会計期間まで区分掲記していた「出

資金」（当中間連結会計期間は1,264百万円、前連結会計

年度は1,208百万円）は、金額の重要性が乏しくなったた

め、投資その他の資産の「その他」に含めて表示してい

る。 

 また、前中間連結会計期間まで直接控除形式で記載し

ていた有形固定資産の減価償却累計額について、当中間

連結会計期間より間接控除形式で記載している。 

 なお、前中間連結会計期間の科目別の減価償却累計額

は、建物及び構築物55,646百万円、機械装置及び運搬具

31,060百万円、工具器具備品90,846百万円である。 

―――――――――――――――――― （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで営業外費用として区分掲記し

ていた「持分法投資損失」（当中間連結会計期間は85百

万円）は金額の重要性が乏しくなったため、当中間連結

会計期間より「その他」に含めて表示している。 

 また、前中間連結会計期間まで営業外収益の「その

他」に含めて表示していた投資有価証券運用益は、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計

期間より「投資有価証券運用益」として区分掲記してい

る。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の「そ

の他」に含まれていた「投資有価証券運用益（△運用

損）」は2百万円、△479百万円である。 

―――――――――――――――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他営業活動」に含めて表示していた

連結調整勘定の償却額は、金額の重要性が増したため、

当中間連結会計期間より「連結調整勘定の償却額」とし

て区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の「そ

の他営業活動」に含まれていた「連結調整勘定の償却

額」はそれぞれ、734百万円、3,053百万円である。 

 また前中間連結会計期間まで区分掲記していた「持分

法投資損失」（当中間連結会計期間は85百万円）及び

「投資有価証券評価損」（当中間連結会計期間は278百万

円、前連結会計年度は465百万円）は、金額の重要性が乏

しいため、当中間連結会計期間においては「その他の営

業活動」に含めて表示している。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税

の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ている。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が328百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、328百万円減少している。 

─────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が809百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

が、809百万円減少している。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

177,552百万円である。 

――――― ――――― 

※２ このうち長期借入金2,844百万円の担

保に供しているものは、次のとおりで

ある。 

※２ このうち短期借入金293百万円、長期

借入金4,682百万円及び取引保証金の

担保に供しているものは、次のとおり

である。 

※２ このうち短期借入金221百万円、長期

借入金5,309百万円及び取引保証金の

担保に供しているものは、次のとおり

である。 

現金及び預金 

25百万円（帳簿価額）

建物及び構築物 

2,517百万円（帳簿価額）

土地 

141百万円（帳簿価額）

その他 

20百万円（帳簿価額）

計    2,703百万円（帳簿価額） 

現金及び預金 

1,658百万円（帳簿価額）

売掛金 

375百万円（帳簿価額) 

たな卸資産 

407百万円（帳簿価額) 

建物及び構築物 

4,817百万円（帳簿価額）

機械装置及び運搬具 

40百万円（帳簿価額）

土地 

139百万円（帳簿価額）

投資有価証券 

99百万円（帳簿価額）

その他 

40百万円（帳簿価額）

計    7,575百万円（帳簿価額）

現金及び預金 

1,844百万円（帳簿価額）

建物及び構築物 

3,973百万円（帳簿価額）

機械装置及び運搬具 

43百万円（帳簿価額）

土地 

194百万円（帳簿価額）

投資有価証券 

100百万円（帳簿価額）

投資その他資産のその他 

30百万円（帳簿価額）

計    6,184百万円（帳簿価額）

※３ このうち投資育成有価証券10,296百万

円、投資育成関係会社有価証券4,869

百万円が含まれている。 

※３ このうち投資育成有価証券8,488百万

円、投資育成関係会社有価証券4,866

百万円が含まれている。 

※３ このうち投資育成有価証券7,912百万

円、投資育成関係会社有価証券3,764

百万円が含まれている。 

※４ ファクタリング方式により振替えられ

た仕入債務の未払額 

27,191百万円 

※４ ファクタリング方式により振替えられ

た仕入債務の未払額 

16,404百万円 

※４ ファクタリング方式により振替えられ

た仕入債務の未払額 

17,809百万円 

※５ 繰延ヘッジ損失と繰延ヘッジ利益の相

殺前の金額 

※５ 繰延ヘッジ損失と繰延ヘッジ利益の相

殺前の金額 

※５ 繰延ヘッジ損失と繰延ヘッジ利益の相

殺前の金額 

繰延ヘッジ損失 1,417百万円

繰延ヘッジ利益 129百万円

繰延ヘッジ損失 1,790百万円

繰延ヘッジ利益 364百万円

繰延ヘッジ損失 1,196百万円

繰延ヘッジ利益 84百万円

○ 偶発債務 

保証債務 

○ 偶発債務 

保証債務 

○ 偶発債務 

保証債務 

（相手先） （内容） （金額） 

北ケーブルネッ

トワーク㈱ 

金融機関から

の借入金 
647百万円 

㈱秋田ケーブル

テレビ 

金融機関から

の借入金 
577百万円 

ケーブルネット

埼玉㈱ 

金融機関から

の借入金 
362百万円 

従業員 
住宅資金 

借入金 
663百万円 

その他   31百万円 

計   2,280百万円 

なお、上記の金額は債務保証損失引当

金の金額を控除している。 

（相手先） （内容） （金額） 

ケーブルネット

埼玉㈱ 
銀行借入金 257百万円 

従業員 
住宅資金 

借入金 
511百万円 

その他 銀行借入金等 103百万円 

計   871百万円 
なお、上記の金額は債務保証損失引当

金の金額を控除している。 

（相手先） （内容） （金額） 

従業員 
住宅資金 

借入金 
582百万円 

その他 銀行借入金等 534百万円 

計   1,116百万円 

○ 受取手形割引高は1,327百万円であ

る。 

（うち輸出為替手形割引高1,327百万

円） 

○ 受取手形割引高は2,164百万円であ

る。 

（うち輸出為替手形割引高2,162百万

円） 

受取手形裏書譲渡高は220百万円であ

る。 

○ 受取手形割引高は1,959百万円であ

る。 

（うち輸出為替手形割引高1,842百万

円） 

受取手形裏書譲渡高は268百万円であ

る。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額は次のとおりである。 

広告・販売促進費 22,513百万円

貸倒引当金繰入額 86百万円

給与手当 33,286百万円

賞与 5,306百万円

退職給付費用 4,231百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
71百万円

減価償却費 5,316百万円

連結調整勘定償却額 734百万円

試験研究費 13,855百万円

広告・販売促進費 18,951百万円

貸倒引当金繰入額 175百万円

給与手当 38,738百万円

賞与 7,456百万円

退職給付費用 4,017百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
83百万円

減価償却費 7,024百万円

連結調整勘定償却額 2,726百万円

試験研究費 12,308百万円

広告・販売促進費 51,232百万円

貸倒引当金繰入額 290百万円

給与手当 68,595百万円

賞与 12,554百万円

退職給付費用 8,773百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
160百万円

連結調整勘定償却額 3,053百万円

試験研究費 28,013百万円

減価償却費 12,501百万円

――――― ――――― ※２ 固定資産売却益1,247百万円は土地の

売却によるものである。 

―――――  ※３ 以下の資産グループについて減損損失

を計上している。  

用途 種類 場所 
減損損失

(百万円)

情報通信 

事業資産 

連結調整勘

定及びその

他無形固定

資産等 

東京都  791

建物等 東京都他 32

その他 

事業資産 

その他無形

固定資産 
東京都  36

遊休資産 土地 滋賀県  12

合計     871

――――― 

  事業資産においては事業の種類別セグメント

の区分ごとに、遊休資産においては個別単位

に、資産をグルーピングしている。 

事業資産については、経営環境の悪化により

経常的な収益が見込めなくなったため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額している。なお

回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを6.6％で割り引

いて算定している。 

また、遊休資産については、帳簿価額に対し

時価が著しく下落しているため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額している。なお回収可

能価額は市場価額を反映していると考えられ

る固定資産税評価額により評価している。 

  

――――― ――――― ※４ 映像事業の構造改革の実行に伴い、 

今後発生が見込まれる損失に備える 

ため、当該損失見込み額を計上して 

いる。主な内容は、たな卸資産の評価

損、特別退職金等である。なお、たな

卸資産の評価損については、連結貸借

対照表上当該科目から直接減額してい

る。 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 139,033百万円

預入期間が３ヵ月を

超える定期預金 
△59,764百万円

有価証券に含まれる

現金同等物 
10百万円

現金及び現金同等物 79,279百万円

現金及び預金勘定 160,446百万円

預入期間が３ヵ月を

超える定期預金 
△5,215百万円

有価証券に含まれる

現金同等物 
20百万円

現金及び現金同等物 155,251百万円

現金及び預金勘定 120,416百万円

預入期間が３ヵ月を

超える定期預金 
△6,801百万円

有価証券に含まれる

現金同等物 
10百万円

現金及び現金同等物 113,625百万円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにアイ・ティ

ー・エックス㈱及びその子会社33社を

連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入（純額）との関係は

次のとおりである。 

――――― ※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにアイ・ティ

ー・エックス㈱及びその子会社33社を

連結したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入（純額）との関係は

次のとおりである。 

 売上債権 31,441百万円

 たな卸資産 10,606百万円

 その他流動資産 37,850百万円

 連結調整勘定 33,359百万円

 投資有価証券 15,511百万円

 その他固定資産 15,615百万円

 仕入債務 △29,451百万円

 短期借入金 △25,346百万円

 その他流動負債 △11,656百万円

 長期借入金 △39,154百万円

 その他固定負債 △11,322百万円

 少数株主持分 △2,487百万円

小計 24,966百万円

 連結調整勘定 14,419百万円

 少数株主持分 △10,212百万円

支配獲得時までの持分

法適用後の連結貸借対

照表計上額 

△8,905百万円

小計：アイ・ティー・エッ 

      クス㈱及びその子会 

      社33社の当中間連結 

      会計期間の取得価額 

20,268百万円

アイ・ティー・エックス

㈱及びその子会社33社の

現金及び現金同等物 

32,728百万円

差引：アイ・ティー・エッ 

      クス㈱及びその子会 

      社33社の取得に伴う 

      収入 

12,460百万円

  売上債権     31,441百万円

 たな卸資産  10,606百万円

 その他流動資産     37,850百万円

 連結調整勘定     33,359百万円

 投資有価証券     15,511百万円

 その他固定資産     15,615百万円

 仕入債務   △29,451百万円

 短期借入金   △25,346百万円

 その他流動負債  △11,656百万円

 長期借入金  △39,154百万円

 その他固定負債   △11,322百万円

 少数株主持分    △2,487百万円

小計     24,966百万円

 連結調整勘定     14,419百万円

 少数株主持分   △10,212百万円

支配獲得時までの持分

法適用後の連結貸借対

照表計上額 

   △8,905百万円

小計：アイ・ティー・エッ 

      クス㈱及びその子会 

      社33社の支配獲得時 

      の取得価額 

    20,268百万円

アイ・ティー・エックス

㈱及びその子会社33社の

現金及び現金同等物 

    32,728百万円

差引：アイ・ティー・エッ 

      クス㈱及びその子会 

      社33社の取得に伴う 

      収入 

    12,460百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※３ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の

増加額は、当中間連結会計期間より連

結子会社となったOlympus Trading 

（Shanghai） Limitedの、連結開始

時の現金及び現金同等物の金額であ

る。 

 ――――― ※３ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増

加額は、当連結会計年度より連結子会社

となった会社の連結開始時の現金及び現

金同等物の金額である。 

○ 当中間連結会計期間の中間連結キャッ

シュ・フロー計算書においては、ア

イ・ティー・エックス㈱及びその子会

社33社の連結上のみなし取得日が当中

間連結会計期間末であることから、同

社及びその子会社の資産及び負債の増

減の影響は除いて作成している。 

――――― ○ 当連結会計年度の連結キャッシュ・フ

ロー計算書においては、アイ・ティ

ー・エックス㈱及びその子会社33社の

連結上のみなし取得日が平成１６年９

月３０日であることから、同日以前の

同社及びその子会社の資産及び負債の

増減の影響は除いて作成している。 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 借手側 

○リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ 借手側 

○リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ 借手側 

○リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 （単位：百万円）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 （単位：百万円）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 （単位：百万円）

  
機械装 

置及び 

運搬具 

 
工具器 

具備品  
その他 

 
合計 

取得価額 

相当額 
 1,072 5,543 2,006 8,621

減価償却累

計額相当額 
 491 2,810 1,170 4,471

中間期末 

残高相当額 
 581 2,733 836 4,150

  
機械装 

置及び 

運搬具 

 
工具器 

具備品  
その他 

 
合計 

取得価額 

相当額 
 1,428 5,922 1,702 9,052

減価償却累

計額相当額 
 639 3,142 1,015 4,796

中間期末 

残高相当額 
 789 2,780 687 4,256

  
機械装 

置及び 

運搬具 

 
工具器 

具備品  
その他 

 
合計 

取得価額 

相当額 
 1,492 6,445 1,641 9,578

減価償却累

計額相当額 
 590 3,377 993 4,960

期末残高 

相当額 
 902 3,068 648 4,618

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,784百万円

１年超 2,491百万円

合計 4,275百万円

１年以内 1,763百万円

１年超 2,622百万円

合計 4,385百万円

１年以内 1,933百万円

１年超 2,908百万円

合計 4,841百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料 956百万円

減価償却費相当額 887百万円

支払利息相当額 63百万円

支払リース料 1,114百万円

減価償却費相当額 1,039百万円

支払利息相当額 74百万円

支払リース料 2,099百万円

減価償却費相当額 1,951百万円

支払利息相当額 142百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

同左 

  

同左 

  

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっている。 

  

  

  

  

○オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

○オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

○オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 188百万円

１年超 308百万円

合計 496百万円

１年以内 188百万円

１年超 204百万円

合計 392百万円

１年以内 188百万円

１年超 382百万円

合計 570百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 貸手側 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

２ 貸手側 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

２ 貸手側 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累

計額及び期末残高 

  工具器具備品 

取得価額 6,428百万円

減価償却累計額 3,361百万円

中間期末残高 3,067百万円

  工具器具備品 

取得価額 ―百万円

減価償却累計額 ―百万円

中間期末残高 ―百万円

  工具器具備品 

取得価額 6,251百万円

減価償却累計額 3,385百万円

期末残高 2,866百万円

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,289百万円

１年超 1,885百万円

合計 3,174百万円

１年以内 ―百万円

１年超 ―百万円

合計 ―百万円

１年以内 1,193百万円

１年超 1,767百万円

合計 2,960百万円

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取

利息相当額 

受取リース料 832百万円

減価償却費 763百万円

受取利息相当額 57百万円

受取リース料 412百万円

減価償却費 380百万円

受取利息相当額 28百万円

受取リース料 1,649百万円

減価償却費 1,516百万円

受取利息相当額 108百万円

④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額と見積残存価額の合計

額からリース物件の購入価額を控除し

た額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によってい

る。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

――――― 

  

⑤ 当中間連結会計期間において、貸手

側リース物件の中間期末残高がなく

なった要因は、連結子会社において

全てのリース資産を売却したことに

よるものである。 

――――― 

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

１ 時価のある有価証券 

（注） 減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下

落したもののうち、回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理をしている。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券の非上場株式の内、不動産流動化スキームに基づく特定目的会社の優先証券6,000百

万円については、今後の不動産利用価値の変化による償還額変動リスクがある。 

区分  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 19,752 25,361 5,609 

② 債券       

国債・地方債等 36,200 36,197 △3 

③ その他 41,423 41,866 443 

計 97,375 103,424 6,049 

主な内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式     （注） 

（店頭売買株式を除く） 
15,899 

② 非上場外国債券 3,694 

③ その他 18 

計 19,611 



（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下

落したもののうち、回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理をしている。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 34,936 51,300 16,364 

② 債券       

国債・地方債等 1,210 1,210 0 

③ その他 100,773 101,878 1,105 

計 136,919 154,388 17,469 

主な内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式      12,676 

② 非上場外国債券 9,215 

③ その他 23,742 

計 45,633 



（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下

落したもののうち、回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理をしている。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券の非上場株式の内、不動産流動化スキームに基づく特定目的会社の優先証券6,000百

万円については、今後の不動産利用価値の変化による償還額変動リスクがある。 

次へ  

区分  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 18,214 26,931 8,717 

② 債券       

国債・地方債等 1,210 1,210 0 

③ その他 100,379 101,275 896 

計 119,803 129,416 9,613 

主な内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式     （注） 15,082 

② 非上場外国債券 5,603 

③ その他 24,061 

計 44,746 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

１ 通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場に基づいて算出している。 

２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、開示の対象から除いている。 

２ 金利関連 

 当中間連結会計期間末におけるデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から

除いている。 

３ 株式関連 

 （注） 時価の算定方法 

株価スワップ取引……株価スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によってい 

          る。 

区分 種類 
契約額等
 （百万円） 

時価
 （百万円） 

評価損益
 （百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引       

売建 10,028 9,920 108 

買建 1,294 1,291 △3 

合計 ― ― 105 

区分 種類 
契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
 （百万円） 

評価損益
（百万円） 

市場取引以外の取引 株価スワップ取引 10,714 7,041 △5,327 △5,327 

合計 ― ― ― △5,327 



（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

１ 通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場に基づいて算出している。 

２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、開示の対象から除いている。 

２ 金利関連 

 当中間連結会計期間末におけるデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から

除いている。 

３ 株式関連 

 （注） 時価の算定方法 

株価スワップ取引……株価スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によってい 

          る。 

区分 種類 
契約額等
 （百万円） 

時価
 （百万円） 

評価損益
 （百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引       

売建 10,189 10,255 66 

買建 311 302 △9 

合計 ― ― 57 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等の 
うち１年超 
（百万円） 

時価 
 （百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引 株価スワップ取引 4,611 1,152 △2,861 △2,861 

合計 ― ― ― △2,861 



（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

１ 通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

為替予約取引……………先物為替相場に基づいて算出している。 

通貨オプション取引……通貨オプション契約を締結している金融機関から提示された価格に基づ

き算定している。 

２ ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、開示の対象から除いている。 

３ オプション取引の契約額の（ ）内の金額はオプション料であり、それに対応する時価及び評価

損益を記載している。 

４ 上記為替予約取引及び通貨オプション取引における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引に

おける名目的な契約額等であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すもの

ではない。 

２ 金利関連 

 前連結会計年度末におけるデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除い

ている。 

３ 株式関連 

 （注） 時価の算定方法 

株価スワップ取引……株価スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によってい

る。 

区分 種類 
契約額等 

 （百万円） 

時価 

 （百万円） 

評価損益 

 （百万円） 

市場取引以外の取引 

為替予約取引       

売建 4,191 4,165 26 

買建 843 806 △37 

通貨オプション取引       

買建（プット） 
1,181 

(31） 
37 6 

合計 ― ― △5 

区分 種類 
契約額等 

 （百万円） 

契約額等の 

うち１年超 

 （百万円） 

時価 

 （百万円） 

評価損益 

 （百万円） 

市場取引以外の取引 株価スワップ取引 6,490 3,804 △3,124 △3,124 

合計 － － － △3,124 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円） 

ライフ 

サイエンス 

（百万円）

産業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対す

る売上高 
138,206 106,954 37,486 23,399 2,678 308,723 ― 308,723 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

27 5 1 11 1 45 (45) ― 

計 138,233 106,959 37,487 23,410 2,679 308,768 (45) 308,723 

営業費用 141,141 77,336 36,156 23,031 3,062 280,726 9,713 290,439 

営業利益 

（又は営業損失） 
(2,908) 29,623 1,331 379 (383) 28,042 (9,758) 18,284 

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円） 

ライフ 

サイエンス 

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対す

る売上高 
116,088 126,423 50,479 152,263 31,019 476,272 ― 476,272 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

65 7 ― ― 114 186 (186) ― 

計 116,153 126,430 50,479 152,263 31,133 476,458 (186) 476,272 

営業費用 122,872 91,268 47,878 154,302 30,701 447,021 12,614 459,635 

営業利益 

（又は営業損失） 
(6,719) 35,162 2,601 (2,039) 432 29,437 (12,800) 16,637 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１ 各事業区分の主要製品 

(前中間連結会計期間)  

(1) 映像………フィルムカメラ、デジタルカメラ、録音機、ＭＯドライブ 

(2）医療………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

(3）ライフサイエンス………血液分析機、生物顕微鏡、ゲノム医療事業 

(4）産業………工業用顕微鏡、工業用内視鏡、プリンタ、バーコードスキャナ、測定機 

(5）その他……システム開発 

(当中間連結会計期間)  

(1) 映像………フィルムカメラ、デジタルカメラ、録音機 

(2）医療………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

       (3）ライフサイエンス………臨床血液分析システム、生物顕微鏡、工業用顕微鏡 

       (4) 情報通信…携帯電話等のモバイル端末販売、モバイルソリューション、モバイルコンテンツサービス 

             ネットワークインフラシステム販売・システム開発、半導体関連装置・電子機器の販売 

(5）その他……工業用内視鏡、非破壊検査機器、プリンタ、バーコードスキャナ、システム開発  

      (前連結会計年度)  

            (1) 映像………フィルムカメラ、デジタルカメラ、録音機、ＭＯドライブ 

            (2）医療………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

            (3）ライフサイエンス………血液分析機、生物顕微鏡、ゲノム医療事業 

       (4）産業………工業用顕微鏡、工業用内視鏡、プリンタ、バーコードスキャナ、測定機 

       (5）情報通信…携帯電話等のモバイル端末販売、モバイルソリューション、モバイルコンテンツサービス 

             ネットワークインフラシステム販売・システム開発、半導体関連装置・電子機器の販売 

            (6）その他……システム開発 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前中間連結会計期間9,758百万円、

当中間連結会計期間12,800百万円、前連結会計年度22,111百万円であり、その主なものは親会社のコーポレ

ートセンター（総務部門等管理部門）及び研究開発センターに係る費用である。 

 当社は平成16年10月１日付けで映像事業及び医療事業を会社分割し、映像事業をオリンパスイメージング

㈱が、医療事業をオリンパスメディカルシステムズ㈱がそれぞれ承継している。この結果、従来、配賦不能

費用としてきたコーポレートセンターにかかる費用及び各セグメントに配賦してきた基礎研究費用について

は、分割会社が承継会社に提供する役務の内容に応じて、受委託契約または使用許諾契約に基づきそれぞれ

対価を設定していることから、当該取引金額をもって各セグメントの営業費用としている。 

  
映像 

（百万円） 

医療 

（百万円） 

ライフ 

サイエンス 

（百万円）

産業 

（百万円）

情報通信  

（百万円）

その他 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去 

又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高                   

(1）外部顧客に対

する売上高 
277,685 230,525 79,153 49,788 163,248 13,139 813,538 ― 813,538 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

27 5 1 11 ― 1 45 (45) ― 

計 277,712 230,530 79,154 49,799 163,248 13,140 813,583 (45) 813,538 

営業費用 301,587 165,224 74,683 48,530 164,285 14,010 768,319 22,066 790,385 

営業利益 

（又は営業損失） 
(23,875) 65,306 4,471 1,269 (1,037) (870) 45,264 (22,111) 23,153 



    ３ 事業区分の変更  

      当社は、開発及び製造の効率性を更に向上させる為、平成17年4月に経営組織を変更した。このことを受け

て、製品の技術的特性に近似性があることから従来「産業」に含めていた工業用顕微鏡の事業区分を「ライ

フサイエンス」に移管し、同じく「産業」に含めていた工場用内視鏡、プリンタ、バーコードスキャナにつ

いては、事業区分を「その他」に移管した。これにより、従来「産業」として表示していた事業区分が減少

し、当中間連結会計期間の事業区分は、「映像」「医療」「ライフサイエンス」「情報通信」「その他」の

５つの事業区分に集約している。 

なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた事

業の所属区分の方法により区分したものは次のとおりである。 

  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円） 

ライフ 

サイエンス 

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対す

る売上高 
138,206 106,954 47,770 ― 15,793 308,723 ― 308,723 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

27 5 1 ― 12 45 (45) ― 

計 138,233 106,959 47,771 ― 15,805 308,768 (45) 308,723 

営業費用 141,141 77,336 45,408 ― 16,841 280,726 9,713 290,439 

営業利益 

（又は営業損失） 
(2,908) 29,623 2,363 ― (1,036) 28,042 (9,758) 18,284 

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円） 

ライフ 

サイエンス 

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対す

る売上高 
277,685 230,525 101,315 163,248 40,765 813,538 ― 813,538 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

27 5 12 ― 1 45 (45) ― 

計 277,712 230,530 101,327 163,248 40,766 813,583 (45) 813,538 

営業費用 301,587 165,224 94,623 164,285 42,600 768,319 22,066 790,385 

営業利益 

（又は営業損失） 
(23,875) 65,306 6,704 (1,037) (1,834) 45,264 (22,111) 23,153 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）米州……米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

(2）欧州……ドイツ、イギリス、フランス等 

(3）アジア…シンガポール、香港、中国、オーストラリア等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前中間連結会計期間9,758百万

円、当中間連結会計期間12,800百万円、前連結会計年度22,111百万円であり、その主なものは親会社

の コーポレートセンター（総務部門等管理部門）及び研究開発センターに係る費用である。 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
82,135 85,685 107,745 33,158 308,723 ― 308,723 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
136,781 402 4,820 48,251 190,254 (190,254) ― 

計 218,916 86,087 112,565 81,409 498,977 (190,254) 308,723 

営業費用 203,340 81,054 107,118 79,321 470,833 (180,394) 290,439 

営業利益 15,576 5,033 5,447 2,088 28,144 (9,860) 18,284 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
247,282 90,792 105,678 32,520 476,272 ― 476,272 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
116,169 2,535 4,474 31,570 154,748 (154,748) ― 

計 363,451 93,327 110,152 64,090 631,020 (154,748) 476,272 

営業費用 341,294 88,341 107,708 64,649 601,992 (142,357) 459,635 

営業利益（又は営業損失） 22,157 4,986 2,444 (559) 29,028 (12,391) 16,637 

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
341,637 178,417 229,274 64,210 813,538 ― 813,538 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
273,957 1,356 10,256 99,566 385,135 (385,135) ― 

計 615,594 179,773 239,530 163,776 1,198,673 (385,135) 813,538 

営業費用 594,111 171,142 231,746 158,780 1,155,779 (365,394) 790,385 

営業利益 21,483 8,631 7,784 4,996 42,894 (19,741) 23,153 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注） １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

３ 各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米……米国、カナダ 

(2）欧州……ドイツ、イギリス、フランス等 

(3）アジア…シンガポール、香港、中国、オーストラリア等 

(4）その他の地域…中南米、アフリカ等 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 86,715 107,017 44,339 7,494 245,565 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         308,723 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 
28.1 34.7 14.3 2.4 79.5 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 104,628 121,757 48,488 18,575 293,448 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         476,272 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 
22.0 25.5 10.2 3.9 61.6 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 201,474 243,263 93,817 24,300 562,854 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         813,538 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 
24.8 29.9 11.5 3.0 69.2 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下の通りである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 983円81銭

１株当たり中間純利益 25円46銭

１株当たり純資産額 969円20銭

１株当たり中間純利益 8円16銭

１株当たり純資産額  913円17銭

１株当たり当期純損失 △44円98銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、新株予約権付

社債等潜在株式が存在しないため、

記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、新株予約権付

社債等潜在株式が存在しないため、

記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、新株予約権付社債等

潜在株式が存在しないため、記載し

ていない。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△） 

（百万円） 

6,708 2,169 △11,827 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
― ― 30 

（うち利益処分による役員賞

与金） 
― ― (30) 

普通株式に係る中間（当期）純

利益又は中間（当期）純損失

（△）（百万円） 

6,708 2,169 △11,857 

期中平均株式数（株） 263,521,778 265,954,526 263,581,450 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社は平成16年10月８日開催の取締役会決議に基づき、事業資金に充当することを目的として、平成16年10月

25日に第14回無担保社債（適格機関投資家限定）を発行した。 

概要は次のとおりである。 

発行総額 20,000百万円 

利率   年0.84％ 

償還期日 平成21年10月23日 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

平成17年11月8日に開催された連結子会社の取締役会において、平成17年11月末をもって情報通信事業に関す

るOEM販売契約を終了することを決議した。 

一方で、他の連結子会社が、本年12月より新たな取引条件でOEM取引契約を締結することを決定した。 

従来の取引はOEM供給元からの仕入を売上原価、OEM供給先への販売を売上高に計上していたが、新たな取引で

は当該取引のサービスの対価を売上高に計上する方針である。なお、前連結会計年度の連結損益計算書の売上

高と売上原価には、当該取引の額が各々、29,127百万円、28,878百万円含まれている。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１ セグメント区分の変更 

平成17年４月に開発及び製造の効率性の更なる向上を図るため、組織再編を行った。これに伴い、製品の技術

的特性に近似性があることから、従来「産業」に含めていた工業用顕微鏡の事業区分を「ライフサイエンス」に

移管し、同じく「産業」に含めていた工業用内視鏡、プリンタ、バーコードスキャナについては、事業区分を

「その他」に移管した。これにより事業区分「産業」が減少し、翌連結会計年度の事業区分は、「映像」「医

療」「ライフサイエンス」「情報通信」「その他」の５つの事業区分に集約される。 

なお、当連結会計年度の事業の種類別セグメント情報を、翌連結会計年度において用いる新しい事業区分及び所

属区分により区分したものは次のとおりである。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(注）変更後の各事業区分の主力製品は次のとおりである。 

(1)映像……………………フィルムカメラ、デジタルカメラ、録音機、ＭＯドライブ 

(2)医療……………………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

(3)ライフサイエンス……血液分析機、生物顕微鏡、ゲノム医療事業、工業用顕微鏡 

(4)情報通信………………携帯電話のモバイル端末販売、モバイルソリューション、モバイルコンテンツサ

ービス、ネットワークインフラシステム販売・システム開発、半導体関連装置・

電子機器の販売 

(5)その他…………………工業用内視鏡、プリンタ、バーコードスキャナ、測定機、システム開発 

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円） 

ライフ 

サイエンス 

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対す

る売上高 
277,685 230,525 101,315 163,248 40,765 813,538 ― 813,538 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

27 5 12 ― 1 45 (45) ― 

計 277,712 230,530 101,327 163,248 40,766 813,583 (45) 813,538 

営業費用 301,587 165,224 94,623 164,285 42,600 768,319 22,066 790,385 

営業利益 

（又は営業損失） 
(23,875) 65,306 6,704 (1,037) (1,834) 45,264 (22,111) 23,153 



２ 株式の取得による会社の買収 

当社は、100％出資子会社であるOlympus NDT Canada Inc.（カナダ、ケベック州）を通じ、平成17年5月31日

にR/D Tech Inc.（アールディテック社：カナダ、ケベック州）の全株式を約1億17百万カナダドル（1カナダド

ル87円換算で約101億円）で取得した。なお、両社は同日付で合併している。 

当該被買収会社及び当社の買収子会社及び合併会社の概要は、以下のとおりである。 

(１)R/D Tech Inc.の概要 

・商号        R/D Tech Inc. 

・代表者       Alain Allard 

・所在地       505, boul. du Parc-Technologique, Québec (Québec) G1P 4S9, Canada 

・主な事業の内容   非破壊検査製品の開発、製造、販売 

・資本の額         2,362,152カナダドル 

・発行済株式総数    8,393,631株 

(２)株式を取得した子会社の名称等 

・商号        Olympus NDT Canada Inc. 

・代表者           依田 康夫 

・所在地          1000, de La Gauchetière Street West, Suite 2100, Montréal (Québec) 

H3B 4W5, Canada 

・当社との関係      当社の100%子会社 

(３)合併後の会社の概要 

・商号        Olympus NDT Canada Inc. 

・代表者           大久保 俊彦 

・所在地          1000, de La Gauchetière Street West, Suite 2100, Montréal (Québec) 

H3B 4W5, Canada 

・主な事業の内容   非破壊検査製品の開発、製造、販売 

・資本の額         20,000,001カナダドル 

・発行済株式総数    101株 

・当社との関係      当社の100%子会社 

  

(2）【その他】 

 該当事項はない。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     79,226 100,431   64,244 

２ 受取手形     4,975 1,301   1,344 

３ 売掛金     34,160 16,963   23,139 

４ 有価証券     34,996 ―   ― 

５ たな卸資産     39,262 9,033   8,500 

６ 繰延税金資産     11,402 5,573   5,065 

７ その他 ※４   23,711 17,768   11,999 

８ 貸倒引当金     △37 △31   △5 

流動資産合計     227,697 50.7 151,040 31.7   114,289 29.3

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１       

(1）建物     18,269 11,396   11,675 

(2）機械装置     9,456 3,627   4,039 

(3）土地     14,366 9,220   9,220 

(4）その他     16,959 5,787   6,104 

有形固定資産合計     59,051 13.2 30,032 6.3   31,040 8.0

２ 無形固定資産     5,787 1.3 8,146 1.7   7,441 1.9

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券     38,889 148,822   124,806 

(2）関係会社株式 ※２   60,997 116,119   91,836 

(3）出資金     24,740 ―   ― 

(4）長期貸付金     3,413 1,303   995 

(5）前払年金費用     6,740 2,332   2,980 

(6）繰延税金資産     6,851 1,002   2,902 

(7）その他     14,839 18,260   13,681 

(8）貸倒引当金     △37 △2   △29 

投資その他の資産合計     156,435 34.8 287,840 60.3   237,174 60.8

固定資産合計     221,274 49.3 326,018 68.3   275,656 70.7

資産合計     448,971 100 477,059 100   389,945 100 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形     2,482 534   660 

２ 買掛金     65,708 10,824   11,881 

３ 短期借入金     27,918 1,305   2,935 

４ 一年内償還予定社債     ― 15,000   ― 

５ 未払金 ※３   23,148 14,066   6,356 

６ 未払費用     22,982 11,552   14,103 

７ 未払法人税等     2,554 ―   1,211 

８ 製品保証引当金     880 68   76 

９ 預り金     ― 28,842   ― 

１０その他 ※４   4,623 294   12,212 

流動負債合計     150,298 33.5 82,487 17.3   49,437 12.7

Ⅱ 固定負債         

１ 社債     60,000 105,000   80,000 

２ 長期借入金     20,000 55,000   45,000 

３ 長期預り金     2,653 695   1,997 

４ 役員退職慰労引当金     759 467   817 

５ 債務保証損失引当金     378 422   422 

固定負債合計     83,791 18.6 161,584 33.9   128,237 32.9

負債合計     234,090 52.1 244,072 51.2   177,674 45.6

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     40,832 9.1 48,331 10.1   40,832 10.5

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金     65,528 73,027   65,528 

２ その他資本剰余金           

(1）自己株式処分差益     ― 22   22 

資本剰余金合計     65,528 14.6 73,049 15.3   65,550 16.8

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金     6,626 6,626   6,626 

２ 任意積立金     92,059 91,287   92,059 

３ 中間（当期）未処分利益     8,752 7,441   4,596 

利益剰余金合計     107,437 23.9 105,355 22.1   103,281 26.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金     3,160 0.7 7,984 1.7   4,258 1.1

Ⅴ 自己株式     △2,076 △0.4 △1,733 △0.4   △1,651 △0.5

資本合計     214,881 47.9 232,986 48.8   212,271 54.4

負債資本合計     448,971 100 477,059 100   389,945 100 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     210,426 100 44,415 100   258,953 100 

Ⅱ 売上原価     143,520 68.2 23,324 52.5   170,463 65.8

売上総利益     66,906 31.8 21,090 47.5   88,490 34.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     64,074 30.5 24,871 56.0   90,894 35.1

営業利益又は 
営業損失（△） 

    2,831 1.3 △3,780 △8.5   △2,404 △0.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   6,419 3.1 9,990 22.5   8,544 3.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,657 2.7 2,037 4.6   7,695 3.0

経常利益又は 
経常損失（△） 

    3,593 1.7 4,171 9.4   △1,555 △0.6

Ⅵ 特別利益 ※３   837 0.4 ― ―   3,643 1.4

Ⅶ 特別損失 ※４   55 0.0 1,237 2.8   1,097 0.4

税引前中間（当期）
純利益 

    4,376 2.1 2,934 6.6   990 0.4

法人税、住民税 
及び事業税 

  3,400  47 4,250   

法人税等調整額   △2,787 612 0.3 △1,163 △1,116 △2.5 △4,843 △593 △0.2

中間（当期）純利益     3,763 1.8 4,051 9.1   1,584 0.6

前期繰越利益     4,988 3,389   4,988 

中間配当額     ― ―   1,976 

中間（当期） 
未処分利益 

    8,752 7,441   4,596 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  

① 満期保有目的の債券 

…償却原価法 

① 満期保有目的の債券 

…同左 

① 満期保有目的の債券 

…同左 

② 子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

② 子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（証券取引法第2条第2項によ

り有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっている。 

時価のないもの 

…同左 

  

(2）デリバティブ取引により生ずる債権及

び債務 

…時価法 

(2）デリバティブ取引により生ずる債権及

び債務 

…同左 

２ デリバティブ取引により生ずる債権及び

債務の評価基準及び評価方法 

…同左 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

先入先出法に基づく低価法 

(3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・仕掛品 

同左 

材料 

先入先出法に基づく原価法 

材料 

同左 

材料 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

…定率法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(イ）車両運搬具、工具及び備品 

…法人税法に基づく耐用年数によ

る。 

  

  

  

  

(ロ）その他の有形固定資産 

…機能的耐用年数の予測に基づい

て決定した当社所定の耐用年数

による。 

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

…定額法 

法人税法に基づく耐用年数による。 

なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

（３年）による。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

② 無形固定資産 

同左 

  

――――― 

  

  

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費及び社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してい

る。 

５ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 支出時に全額費用として処理してい

る。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

６ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）製品保証引当金 

 販売済製品に対して当社の保証期間内

に発生が見込まれるアフターサービス費

用を計上したもので、過去のアフターサ

ービス費の実績額を基礎として、当社所

定の基準により計上している。 

(2）製品保証引当金 

同左 

(2）製品保証引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間会計期間末

に発生していると認められる額を計上し

ている。 

 なお、会計基準変更時差異（6,434百

万円）については、平成13年３月期より

５年による按分額を費用処理している。 

 過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による按分額を翌会

計年度より費用処理している。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末に発生していると認められる額を計上

している。 

 過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による按分額を翌会

計年度より費用処理している。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき当期末に発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異（6,434百万

円）については、平成13年３月期より５

年による按分額を費用処理している。 

 過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による按分額を翌期

より費用処理している。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当中間会計期間末要支

給額を計上している。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

(5）債務保証損失引当金 

 子会社への債務保証等に係る損失に備

えるため、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上している。 

(5）債務保証損失引当金 

 関係会社への債務保証等に係る損失に

備えるため、被保証者の財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上している。 

(5）債務保証損失引当金 

              同左 

――――― 

  

(6）投資損失引当金 

 関係会社への投資により発生する損失

に備えるため、当該会社の実質価値の低

下の程度並びに将来の回復見込等を検討

してその所要額を計上している。  

(6）投資損失引当金 

             同左 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

７ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約が付されている外貨建

売掛金及び外貨建買掛金については、振

当処理を行っている。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約が付されている外貨建

売掛金については、振当処理を行ってい

る。また、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているため、特例

処理を採用している。 

８ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

             同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引及び通貨オ

プション取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプ

ション取引、金利スワッ

プ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

              同左 

・ヘッジ対象…外貨建売掛金及び外貨建

買掛金の予定取引 

・ヘッジ対象…外貨建売掛金の予定取

引、借入金 

  

(3）ヘッジ方針 

 デリバティブに関する権限及び取引限

度額等を定めた内部規程に基づき、為替

変動リスクをヘッジしている。 

(3）ヘッジ方針 

 デリバティブに関する権限及び取引限

度額等を定めた内部規程に基づき、為替

変動リスク、並びに金利変動リスクをヘ

ッジしている。 

(3）ヘッジ方針 

             同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・

フローとヘッジ手段の間に高い相関関係

があることを確認し、有効性の評価とし

ている。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）法人税等の会計処理 

 中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当事業年度において予定

している利益処分による圧縮積立金及び

特別償却準備金を調整して、当中間会計

期間に係る金額を計算している。 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）法人税等の会計処理 

同左 

９ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

――――― 

  

(2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜き方式によ

っている。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用してい

る。 

 なお、これによる税引前中間純利益に与え

る影響はない。 

───── 



（表示方法の変更）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

―――――― 

  

（中間貸借対照表） 

１ 前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて

表示していた「預り金」は負債及び資本合計の100分の５

を超えたため独立掲記することに変更した。なお前事業

年度の流動負債の「その他」に含まれている「預り金」

の額は12,051百万円であり、前中間会計期間の流動負債

の「その他」に含まれている「預り金」の額は2,978百万

円である。 

２ 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12

月1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月15

日付で改正されたことに伴い、前事業年度から投資事業

有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取引

法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投資

有価証券として表示する方法に変更している。当中間会

計期間の「投資有価証券」に含まれる当該出資額は

23,731百万円、前事業年度の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資額は24,050百万円であり、前中間会計期間に

おける投資その他の資産の「出資金」に含まれていた当

該出資の額は、24,739百万円である。 

 なお、前中間会計期間まで区分掲記していた「出資

金」（当中間会計期間及び前事業年度は百万円未満）

は、資産の総額の100分の５以下となったため、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示している。 



（追加情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が294百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、294百

万円減少している。 

 ――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が468百万円増加し、営業損失、経常

損失が468百万円増加し、税引前当期

純利益が468百万円減少している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

116,721百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

52,328百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

51,871百万円 

―――――― 

  

※２ 関係会社株式  

投資損失引当金577百万円は、関係会社

株式より控除している。 

※２ 関係会社株式 

投資損失引当金577百万円は、関係会社

株式より控除している。 

※３ ファクタリング方式により振替えられ

た仕入債務の未払額 

19,483百万円 

※３ ファクタリング方式により振替えられ

た仕入債務の未払額 

4,065百万円 

※３ ファクタリング方式により振替えられ

た仕入債務の未払額 

5,247百万円 

※４ 繰延ヘッジ損失と繰延ヘッジ利益の相

殺前の金額 

―――――― ―――――― 

繰延ヘッジ損失 1,374百万円

繰延ヘッジ利益 98百万円

   

〇 偶発債務 

(1）保証債務 

〇 偶発債務 

(1）保証債務 

〇 偶発債務 

(1）保証債務 

従業員 

住宅資金借入金 
663百万円

Olympus Integrated 

Technologies  

America Inc． 

銀行借入金 

10百万円

㈱ＡＶＳ 

仕入債務 
2百万円

計 676百万円

従業員 

住宅資金借入金 
511百万円

オリンパスイメージ

ング㈱ 

関税延納 

 

265百万円

オリンパスメディカ

ルシステムズ㈱ 

関税延納 

94百万円

計 871百万円

従業員 

住宅資金借入金 
581百万円

  

 なお、上記の金額は債務保証損失引

当金の金額を控除している。 

 なお、上記の金額は債務保証損失引

当金の金額を控除している。 

 なお、上記の金額は債務保証損失引

当金の金額を控除している。 

 



前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

(2）保証予約等 (2）保証予約等 (2）保証予約等 

Olympus Asian 

Pacific Limited 

銀行借入金 

30,000百万円

Olympus Finance 

Hong Kong Limited 

銀行借入金 

23,000百万円

Olympus America 

Inc. 

銀行借入金 

5,583百万円

オリンパスリース㈱ 

銀行借入金 
1,500百万円

Olympus Hong Kong 

And China Limited 

銀行借入金 

1,452百万円

Olympus Australia 

Pty Ltd. 

銀行借入金 

1,424百万円

Olympus（Shenzhen) 

Industrial Ltd. 

銀行借入金 

713百万円

Olympus（China） 

Investment 

Co., Ltd. 

銀行借入金 

555百万円

Olympus（Beijing） 

Sales & Service 

Co., Ltd. 

銀行借入金 

531百万円

Olympus Singapore 

Pte.Ltd. 

銀行借入金 

328百万円

Olympus Latin 

America, Inc. 

銀行借入金 

319百万円

Olympus Malaysia 

SDN BHD 

銀行借入金 

289百万円

Olympus 

Technologies 

Singapore Pte.Ltd. 

銀行借入金 

177百万円

Olympus New 

Zealand Limited 

銀行借入金 

111百万円

Olympus Optical 

Technology 

Philippines, Inc. 

銀行借入金 

100百万円

Olympus Korea 

Co., Ltd. 

ほか関係会社１社 

銀行借入金 

76百万円

計 66,163百万円

Olympus Finance 

Hong Kong Limited 

銀行借入金 

33,858百万円

Olympus Asian 

Pacific Limited 

銀行借入金 

30,000百万円

Olympus（China) 

Investment 

Co., Ltd. 

銀行借入金 

5,319百万円

Olympus America 

Inc. 

銀行借入金 

2,407百万円

オリンパスリース㈱

銀行借入金 
1,800百万円

Olympus（Beijing）

Sales & Service 

Co., Ltd. 

銀行借入金 

1,562百万円

Olympus Australia 

Pty Ltd. 

銀行借入金 

1,074百万円

Olympus Imaging  

Australia Pty Ltd.

銀行借入金 

801百万円

Olympus Imaging  

(China) Co.,Ltd. 

銀行借入金 

420百万円

Olympus（Shenzhen)

Industrial Ltd. 

銀行借入金 

350百万円

Olympus Malaysia 

SDN BHD 

銀行借入金 

335百万円

Olympus Singapore 

Pte.Ltd. 

銀行借入金 

223百万円

Olympus Optical 

Technology 

Philippines, Inc. 

銀行借入金 

150百万円

Olympus New 

Zealand Limited 

銀行借入金 

105百万円

Olympus Hong Kong 

And China Limited 

ほか関係会社２社 

銀行借入金 

32百万円

計 78,441百万円

Olympus Asian 

Pacific Limited 

銀行借入金 

30,000百万円

Olympus Finance  

Hong Kong Limited 

銀行借入金 

27,000百万円

Olympus（China） 

Investment 

Co., Ltd. 

銀行借入金 

2,122百万円

Olympus America 

Inc. 

銀行借入金 

1,855百万円

オリンパスリース㈱ 

銀行借入金 
1,800百万円

Olympus Australia 

Pty Ltd. 

銀行借入金 

985百万円

Olympus（Beijing） 

Sales & Service 

Co., Ltd. 

銀行借入金 

873百万円

Olympus Imaging  

Australia Pty Ltd. 

銀行借入金 

851百万円

Olympus Imaging  

(China) Co.,Ltd. 

銀行借入金 

776百万円

Olympus（Malaysia) 

SDN BHD 

銀行借入金 

262百万円

Olympus Singapore 

Pte.Ltd. 

銀行借入金 

259百万円

Olympus（Shenzhen) 

Industrial Ltd. 

銀行借入金 

247百万円

Olympus Optical 

Technology 

Philippines, Inc. 

銀行借入金 

150百万円

Olympus New 

Zealand Limited 

銀行借入金 

114百万円

Olympus Latin 

America,Inc 

ほか関係会社２社 

銀行借入金 

103百万円

計 67,402百万円

 前事業年度末より奥林巴斯（中国）

投資有限公司はOlympus（China） 

Investment Co., Ltd.と表記してい

る。 

    

〇 受取手形割引高 〇 受取手形割引高 〇 受取手形割引高 

輸出為替手形割引高 73,966百万円 輸出為替手形割引高 5,977百万円 輸出為替手形割引高 6,378百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主なもの ※１ 営業外収益の主なもの ※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息 81百万円

受取配当金 2,370百万円

固定資産賃貸収入 1,577百万円

特許権収入 1,149百万円

投資有価証券売却益 978百万円

受取利息 160百万円

受取配当金 8,719百万円

為替差益 781百万円

   

   

受取利息 172百万円

受取配当金 3,626百万円

固定資産賃貸収入 1,826百万円

特許権収入 1,463百万円

投資有価証券売却益 970百万円

※２ 営業外費用の主なもの ※２ 営業外費用の主なもの ※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 811百万円

手形売却費用 843百万円

貸与資産減価償却費等 1,162百万円

為替差損 2,322百万円

支払利息 1,179百万円

社債発行費 384百万円

   

   

支払利息 1,876百万円

手形売却費用 929百万円

貸与資産減価償却費等 1,281百万円

為替差損 2,364百万円

※３ 特別利益の内容 ―――――― ※３ 特別利益の内容 

関係会社株式売却益 837百万円    関係会社株式売却益 2,371百万円

固定資産売却益 1,246百万円

投資有価証券売却益 25百万円

※４ 特別損失の内容 ※４ 特別損失の内容 ※４ 特別損失の内容 

投資有価証券評価損 43百万円

関係会社株式評価損 11百万円

投資有価証券評価損 278百万円

信託受益権売却損 958百万円

投資有価証券評価損 463百万円

投資損失引当金繰入額 577百万円

債務保証損失引当金繰

入額 

44百万円

関係会社整理損 11百万円

〇 減価償却実施額 〇 減価償却実施額 〇 減価償却実施額 

有形固定資産 5,145百万円

無形固定資産 361百万円

計 5,506百万円

有形固定資産 1,858百万円

無形固定資産 551百万円

計 2,410百万円

有形固定資産 7,230百万円

無形固定資産 735百万円

計 7,966百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

〇リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 

〇リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 

〇リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  
機械装

置 
 
工具器具

備品 
 その他  合計 

取得価額 

相当額 
 967 3,268 1,375 5,611

減価償却累

計額相当額 
 442 1,550 871 2,864

中間期末 

残高相当額 
 525 1,717 503 2,746

  機械装置 
工具器具

備品 
 その他  合計 

取得価額 

相当額 
 1,125 2,474 803 4,402

減価償却累

計額相当額 
 502 1,183 452 2,137

中間期末 

残高相当額 
 623 1,291 351 2,265

  機械装置  
工具器具

備品 
 その他  合計 

取得価額 

相当額 
 1,154 2,523 712 4,389

減価償却累

計額相当額 
 456 1,097 485 2,039

期末残高 

相当額 
 697 1,425 227 2,350

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,140百万円

１年超 1,684百万円

合計 2,825百万円

１年以内 876百万円

１年超 1,457百万円

合計 2,333百万円

１年以内 892百万円

１年超 1,523百万円

合計 2,416百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 732百万円

減価償却費相当額 680百万円

支払利息相当額 50百万円

支払リース料 543百万円

減価償却費相当額 503百万円

支払利息相当額 42百万円

支払リース料 1,235百万円

減価償却費相当額 1,145百万円

支払利息相当額 89百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

……リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

同左 

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

同左 

  

・利息相当額の算定方法 

……リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

  

  

  

  

〇オペレーティング・リース取引に係る注記 

未経過リース料 

〇オペレーティング・リース取引に係る注記 

未経過リース料 

〇オペレーティング・リース取引に係る注記 

未経過リース料 

１年以内 187百万円

１年超 308百万円

合計 496百万円

１年以内 114百万円

１年超 196百万円

合計 311百万円

１年以内 107百万円

１年超 239百万円

合計 346百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下の通りである。 

区分 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 31,137 37,424 6,287 

区分 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 33,915 73,904 39,989 

区分 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 33,915 53,913 19,998 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 815円48銭

１株当たり中間純利益 14円28銭

１株当たり純資産額 861円39銭

１株当たり中間純利益 15円23銭

１株当たり純資産額 804円96銭

１株当たり当期純利益 6円01銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、新株予約権付社債等

潜在株式が存在しないため、記載し

ていない。 

       同左        同左 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 3,763 4,051 1,584 

普通株主に帰属しない金額（百万円）   ―  ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金）  (―) (―)  (―) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,763 4,051 1,584 

期中平均株式数（株） 263,521,778 265,954,526 263,581,450 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 当社の映像システムカンパニー

及び医療システムカンパニーを

会社分割し、映像システムカン

パニーの事業については新設す

るオリンパスイメージング株式

会社に、医療システムカンパニ

ーの事業については当社の100％

出資子会社であるオリンパスメ

ディカルシステムズ株式会社に

それぞれ承継することが平成16

年６月29日開催の定時株主総会

において承認された。これを受

けて平成16年10月１日付で会社

分割を行い、分割契約書及び分

割計画書の記載に従って、分割

会社の権利義務を承継会社に承

継した。当該会社分割に関する

事項の概要は次のとおりであ

る。 

(1）承継会社の概要 

① 映像事業 

名称 オリンパスイメージン

グ株式会社 

住所 東京都渋谷区幡ヶ谷２

丁目43番２号 

代表者 代表取締役社長 

小宮 弘 

資本金 10億円 

事業の内容 カメラ・デジタ

ルカメラ・録音

機等の製造販売 

 ―――――― オリンパスイメージング株式会社 の

第三者割当増資の引受 

当社は、平成17年5月27日の取締役

会において、映像事業の事業改革

のために、当社の100％子会社のオ

リンパスイメージング株式会社が

実施する第三者割当増資を引受け

ることを決議し、平成17年6月2日

に払込を実施した。 

(1)相手先会社の名称 

 オリンパスイメージング株式会社 

(2)増資払込金額 

 20,000百万円 

(3)増資の内容 

 方式と発行株数 第三者割当によ

る普通株式

20,000株 

 割当と引受   当社が全株式を

引受 

 増資払込期日  平成17年6月2日 

② 医療事業 

名称 オリンパスメディカル

システムズ株式会社 

住所 東京都渋谷区幡ヶ谷２

丁目43番２号 

代表者 代表取締役社長 

宮田 耕治 

資本金 10億円 

事業の内容 医療用内視鏡等

医療機器の製造

販売 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）分割の目的 

 グローバルレベルで競争優位

を確立し維持するため、一層の

経営効率化が必要であるとの認

識に立ち、映像システムカンパ

ニーおよび医療システムカンパ

ニーを分社化することにより、

それぞれの事業特性に合ったグ

ローバルな事業一貫体制を確立

し、明確な事業責任及び迅速な

意思決定を深化させ企業価値の

最大化を目指すため。 

   

  

(3）承継する資産・負債の状況等 

（平成16年10月１日現在） 

   

  

① オリンパスイメージング株

式会社 

   

流動資産 56,315百万円

固定資産 19,247百万円

資産合計 75,562百万円

   

     

流動負債 55,521百万円

固定負債 41百万円

負債合計 55,562百万円

資本金 1,000百万円

資本準備金 19,000百万円

負債資本合計 75,562百万円

   

② オリンパスメディカルシス

テムズ株式会社 

   

流動資産 28,453百万円

固定資産 18,778百万円

資産合計 47,232百万円

   

     

流動負債 37,606百万円

固定負債 625百万円

負債合計 38,232百万円

資本金 1,000百万円

資本準備金 8,000百万円

負債資本合計 47,232百万円

   

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２ 当社は平成16年10月８日開催の

取締役会決議に基づき、事業資

金に充当することを目的とし

て、平成16年10月25日に第14回

無担保社債（適格機関投資家限

定）を発行した。概要は次のと

おりである。 

   

発行総額 20,000百万円 

利率 年0.84％ 

償還期日 平成21年10月23日 

   



(2）【その他】 

 平成17年11月８日開催の取締役会において、当社定款第31条の規定に基づき、平成17年９月30日現在の株主名

簿（実質株主名簿を含む。）に記載された株主または登録質権者に対し、商法第293条ノ５の規定に基づく金銭

の分配（中間配当）を次のとおり行う旨決議した。 

本決議の効力発生日

及び支払開始日 
  平成17年12月９日 

中間配当金の総額   2,028百万円 

１株当たりの分配額   ７円50銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券届出書及び

その添付書類  

    

  

平成17年８月４日  

関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の 

訂正届出書 
（注） 

  

  

平成17年８月９日 

関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第137期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(4）自己株式買付状況 

報告書 

平成17年４月11日、平成17年５月13日、平成17年６月13日、平成17年７月15日、 

平成17年８月10日 関東財務局長に提出。 

 (注) 上記(1)の有価証券届出書及びその添付書類に係る訂正届出書である。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月14日

オリンパス株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖  恒弘  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリン

パス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、オリンパス株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月８日

オリンパス株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 沖  恒弘  ㊞ 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリン

パス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、オリンパス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期 

  間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

２．セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間よりセグメ 

  ント区分の変更を行っている。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社において情報通信事業に関するOEM販売契約を終了すること

  を決議し、他の連結子会社が新たな取引条件でOEM取引契約を締結することを決定した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月14日

オリンパス株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 沖  恒弘  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリン

パス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第137期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、オリンパス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年６月29日の定時株主総会の決議に基づき、平成16年10月１

日付けで映像システムカンパニー及び医療システムカンパニーを会社分割し、映像システムカンパニーの事業について

は新設するオリンパスイメージング株式会社に、医療システムカンパニーの事業については、100％出資子会社のオリン

パスメディカルシステムズ株式会社にそれぞれ承継させた。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月８日

オリンパス株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 沖  恒弘  ㊞ 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリン

パス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第138期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、オリンパス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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